
（参考１）　個別法・個別施策の進捗状況調査表

１．廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）

府省名 個別法の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

環境省

○廃棄物の排出を抑制し、廃棄物を適性に分別、保管、収集、
   運搬、再生、処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にす
   ることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るこ
   とを目的としている。

○廃棄物の排出量の増加や質の多様化、不法投棄問題の顕
   在化等、廃棄物をめぐる状況の変化を受け、近年数度にわ
   たって改正が行われている。

○法第５条の２に規定されている「廃棄物の減量その他その
   適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図
   るための基本的な方針」において、以下の目標を定めてい
   る。（目標年度H22）
・一般廃棄物
　排出量4,900万ｔ、再生利用量1,200万ｔ、最終処分量640万ｔ
・産業廃棄物
　排出量４億5,800万ｔ、再生利用量２億1,700万ｔ、最終処分量
3,000万ｔ

○第５条の３に規定されている廃棄物処理施設整備計画におい
て、
   以下の目標が定められている。
　　・ごみ総排出量約5,000万トン
　　・ごみのリサイクル率25％
　　・ごみ減量処理率概ね100％
　　・一般廃棄物処分場の残余年数の平成19年度水準維持
　　・ごみ焼却施設の総発電能力約2,500メガワット
　　・浄化槽処理人口普及率1２％、（以上、目標年度H24）

○大規模不法投棄の多発等の増加などの課題 を踏まえ、廃棄物処理法の改正
を行っ
　 た。

○基本方針の目標に対する実績
　・一般廃棄物
 　 排出量5,272万t、再生利用量1,003t、最終処分量733万t(H17年度)
 　 排出量5,204万t、再生利用量1,022万t、最終処分量681万t（H18年度）
　・産業廃棄物
 　排出量4億2,200万ｔ、再生利用量2億1,900万ｔ、最終処分量2,400万ｔ（H17年
度）
 　排出量4億1,800万ｔ、再生利用量2億1,500万ｔ、最終処分量2,200万ｔ（H18年
度）
○廃棄物処理施設整備計画の目標に対する実績
    ・ごみ総排出量                       　　　5,272万t（H17年度）
                                                     5,204万t（H18年度）
　　・ごみのリサイクル率                       19％（H17年度）
                                                         20％（H18年度）
　　・ごみ減量処理率                           97％（H17年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　98％（H18年度）
　　・一般廃棄物処分場の残余年数       15年（H17年度）
                                                         16年（H18年度）
　　・浄化槽処理人口普及率                 　8.6％（H17年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8.8％（H18年度）
　　・PCB廃棄物保管量
　　　高圧トランス　　2.1万台
　　　廃PCB　　　　　　56ｔ
　　　柱上トランス　  225万台　　（H17年）

○　一般廃棄物について、基
本方針及び廃棄物処理施設
整備計画の目標に対する実
績値のうち、排出量について
は近年減少傾向にあるが、
中間目標には達していないた
め、さらなる努力が必要であ
る。その他の項目については
前年度に比べ概ね目標値に
近づいており、適正な廃棄物
処理及びリサイクルが進んで
いると認識。

○産業廃棄物について、基
本方針の目標に対する実績
値のうち、排出量及び最終処
分量については目標値を下
回っており、対策が十分に効
果を上げているものと思われ
る。一方、再生利用について
は、再生利用率では目標を
上回っているものの、再生利
用量では目標を下回ってお
り、今後も適正なリサイクルを
推進していく必要があると認
識。

○廃棄物処理法附則に定める検討時期を迎
えたため、中央環境審議会に廃棄物処理制度
専門委員会を設置し、廃棄物処理法の施行状
況に関する検討を行っているところである。

２．資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）

府省名 個別法の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

○現在、各指定業種等毎に以下の数の業種、製品を指定。
　・特定省資源業種：５業種
　・特定再利用業種：５業種
　・指定省資源化製品：１９品目
　・指定再利用促進製品：５０品目
　・指定表示製品：７品目
　・指定再資源化製品：２品目
　・指定副産物：２副産物

その他、以下の取組を実施
○平成２０年１月に、産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会基本
政策ワーキンググループにおいて、資源有効利用促進法の施行状況に関する
評価検討及び、今後の循環型社会の構築に向けた新たな３Ｒ政策のビジョンの
提言が行われた事を受けて、必要な措置を行うべく検討中。
○ 自動車用バッテリーリサイクルシステム再構築に向けて、産業構造審議会環
境部会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子機器リサイクルワーキンググルー
プ自動車用バッテリーリサイクル検討会、中央環境審議会廃棄物・リサイクル部
会自動車用鉛蓄電池リサイクル専門委員会において合同で取りまとめられた報
告書を踏まえ、事業者による自主的取組についての実務的検討に対する支援を
行っている。
   今後も事業者による自動車用バッテリーリサイクルシステムの構築に向けた実
務的検討に対する支援をはじめ、政省令改正の実施など、制度改正に向け必要
な措置を講じていくこととしている。
○ 食酢等が充てんされた一部のポリエチレンテレフタレート製容器の流通の実
態、再資源化への適性等にかんがみ、当該容器を指定表示製品のうち特定容
器包装からポリエチレンテレフタレート製容器へ区分変更するために必要な政省
令を改正、平成２０年４月より施行している。
○ 家電・パソコン等の指定再利用促進製品の製造事業者及び輸入販売事業者
に対して、製品含有物質の情報開示措置を義務付ける資源有効利用促進法省
令で引用しているＪＩＳ規格について、含有マーク表示義務の範囲を明確化する
ため、所用の改正を行い、平成２０年７月に発効した。

　資源の有効な利用の促進を図るために、製品の設計・製造段
階から回収・リサイクルに至る各段階における製造業者等のリ
デュース、リユース、リサイクルのための義務や取組の判断の基
準について定めている。

○基本政策ワーキンググ
ループにて、資源有効利用促
進法の施行状況に関する評
価検討及び、今後の循環型
社会の構築に向けた新たな３
Ｒ政策のビジョンの提言が行
われた事を受けて、必要な措
置を行うべく検討を継続中。

○製品全体の包括的なリデュース・リユース・
リサイクルの推進を目指すとともに、対象製品
の追加・区分の変更等を通じて、制度全体の
実効性の強化を継続的に進めていく。

 経済産業省
（関係府省

庁）
環境省
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３．容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容器包装リサイクル法）

府省名 個別法の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

環境省

（関係府省）
経済産業省

財務省
厚生労働省
農林水産省

○家庭から排出される一般廃棄物の重量の約２～３割、容積で
約６割を占める容器包装廃棄物について、リサイクルの促進 等
により、廃棄物の減量化を図るとともに、資源の有効利用 を図
るため、平成７年６月に制定され、平成12年４月から完全施行さ
れている。

○一般廃棄物について、市町村が全面的に処理責任を担うとい
う従来の考え方を基本としつつも、容器包装の利用事業者や容
器の製造等事業者、消費者等に一定の役割を担わせることとし
た。

○排出者である消費者は、分別排出を行い、市町村は、分別収
集を行い、事業者は、再商品化を行うという役割を担っている。

容器包装廃棄物の分別収集及び再商品化は着実に進展している。
（平成19年度の実績）
　・分別収集量の合計　2,820,594(t) (前年度 2,811,293(t))
　・再商品化量の合計　2,748,077(t) (前年度 2,734,460(t))

○施行後10年を経過したことから、中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会（容
器包装リサイクル制度に関する拡大審議）及び産業構造審議会環境部会廃棄
物・リサイクル小委員会容器包装リサイクルＷＧ等において検討を行い、これを
踏まえた改正容器包装リサイクル法が第164回通常国会で可決・成立。改正法
のうち市町村への資金拠出制度については、平成20年４月に施行。これをもって
改正法は、完全施行された。

　容器包装リサイクル制度に
対して多くの関係者からの理
解と協力が得られ、順調に施
行されていると考えられる。
　また、容器包装廃棄物の削
減の取組(レジ袋有料化等）
が全国的に広まるなど、改正
容器包装リサイクル法の成果
が現れていると考えられる。

○今後は、改正容器包装リサイクル法の着実
な施行と定着を図る。

４．特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）

府省名 個別法の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

環境省

（関係府省）
経済産業省

　廃家電４品目（エアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機）を、
小売業者が収集・運搬し、製造業者等が有用な部品や材料を回
収して、同法で定める基準（再商品化率）以上の割合で再商品
化することにより、廃棄物を減量するとともに、資源の有効な利
用を推進する。

○家電４品目の回収台数は順調に推移しており、施行は着実に定着している。
・過去５年間の廃家電４品目の回収台数
　平成15年度　１,０４６万台
　平成16年度　１,１２２万台
　平成17年度　１,１６２万台
　平成18年度　１,１６１万台
　平成19年度　１,２１１万台

・平成19年度の再商品化実績（カッコ内は法定再商品化率）
　エアコン　８７％　（６０％以上）
　ブラウン管テレビ　８６％　（５５％以上）
　冷蔵庫及び冷凍庫　７３％　（５０％以上）
　洗濯機　８２％　（５０％以上）

　家電リサイクル制度に対し
て消費者をはじめとする多く
の関係者からの理解と協力
が得られ、廃家電４品目の回
収台数は増加し、制度は順
調に施行されていると考えら
れる。

○平成20年2月に中央環境審議会・産業構造
審議会合同会合において取りまとめられた報
告書等を踏まえ、品目追加（液晶式及びプラズ
マ式テレビジョン受信機並びに衣類乾燥機）や
再商品化等基準の見直しなどを盛り込んだ所
要の政省令改正を行い、平成21年4月1日より
施行を予定している。

５．食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品リサイクル法）

府省名 個別法の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

農林水産省

（関係府省）
財務省

厚生労働
経済産業省
国土交通省

環境省

　食品の売れ残りや食べ残しにより、又は食品の製造過程にお
いて大量に発生している食品廃棄物について、発生抑制と減量
化により最終的に処分される量を減少させるとともに、飼料や肥
料等の原材料として再生利用するため、食品関連事業者（製
造、流通、外食等）による食品循環資源の再生利用等を促進。

食品循環資源の再生利用等の実施率(平成１８年度実績)
　食品製造業　　　　81％（前年度 81％）
　食品卸売業　　　　62％（前年度 61％）
　食品小売業　　    35％（前年度 31％）
　外食産業　　　     22％（前年度 21％）
　食品産業合計     53％（前年度 52％）

○食品リサイクル法は、法第３条に基づく概ね５年ごとの基本方針の見直しとと
もに、附則第２条に基づき、施行後５年を経過した場合において施行の状況につ
いて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずることとされている。

○これを踏まえ、平成１８年９月から中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会食
品リサイクル専門委員会と食料・農業・農村政策審議会総合食料分科会食品リ
サイクル小委員会の合同会合(以下「合同会合」という。)で見直しのための検討
が行われ、当該検討結果を踏まえ、食品関連事業者に対する指導監督の強化と
再生利用等の取組の円滑化等を内容とする食品リサイクル法の一部を改正する
法律案が第166回通常国会に提出され、平成19年６月に成立・公布された。
　法改正に伴い、関連する政省令等の見直しを行うため、合同会合において検
討が行われ、その結果等を踏まえ策定された政省令等が、改正された法律とと
もに同年12月に施行された。

○平成19年６月の食品リサイクル法改正により措置された、食品リサイクルルー
プの構築を要件とする新たな再生利用事業計画については、平成20年５月下旬
に最初の認定が行われて以降、同年12月までに計８件が認定されている。

　再生利用等の実施率は伸
びており、食品リサイクル制
度が徐々に定着してきている
と考えられる。
　再生利用事業計画の認定
については、ほぼ毎月新たな
認定実績が生まれており、順
調に制度が活用されていると
認識される。

○今後は、改正食品リサイクル法の着実な施
行と定着を図る。
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６．建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）

府省名 個別法の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

国土交通省
(関係府省）

環境省

　法の施行より、対象建設工事における分別解体等及び特定建
設資材廃棄物の再資源化等を義務付けた。
　平成２２年度における特定建設資材廃棄物（コンクリート塊、建
設発生木材及びアスファルト・コンクリート塊）の再資源化等率を
９５％とする。
特に、国の直轄事業においては、特定建設資材廃棄物につい
て、平成１７年度までに最終処分する量をゼロにすることを目指
す。

（特定建設資材廃棄物（全体）の再資源化等率）
再資源化等率（平成１7年度実績）
　・アスファルト・コンクリート塊   ９８．６％
　・コンクリート塊                    ９８．１％
　・建設発生木材                    ９０．７％

（特定建設資材廃棄物（国の直轄工事）の再資源化等率）
再資源化等率（平成17年度実績）
　・アスファルト・コンクリート塊   ９８．７％
　・コンクリート塊                    ９８．３％
　・建設発生木材                    ９０．７％

アスファルト・コンクリート塊及
びコンクリート塊の再資源化
等率については、平成17年
度の実績でいずれも目標値
を達成している。また、建設
発生木材の再資源化等率に
ついても90％を超えており、
制度は定着していると考えら
れる。

○建設リサイクル法は、附則第４条において、
「施行後５年を経過した場合において、施行の
状況について検討を加え、その結果に基づい
て必要な措置を講ずること」とされている。
○これを踏まえ、平成1９年１１月から社会資本
整備審議会環境部会建設リサイクル推進施策
検討小委員会、中央環境審議会廃棄物・リサ
イクル部会建設リサイクル専門委員会の合同
会合において、施行状況の評価・検討を実施。
○今後、上記評価・検討の最終的なとりまとめ
をもとに、必要な措置を講ずる予定である。

７．使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）

府省名 個別法の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

自動車製造業者等及び関連事業者による使用済自動車の引取
り及び引渡し並びに再資源化等を適正かつ円滑に実施するため
の措置を講じることにより、使用済自動車に係る廃棄物の減量
並びに再生資源及び再生部品の十分な利用等を通じて、使用
済自動車に係る廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の
確保等を図る。

 経済産業省

（関係府省）
環境省

○本格施行
　 平成17年1月1日　　・行為義務、リサイクル料金の預託義務（引取時）等が発
生
　 平成17年2月1日　　・リサイクル料金の預託義務（新車登録、継続車検時）が
発生

○周知・広報活動
　・17年1～2月　　第２回中古車ディーラー・モータース・車体整備事業者等向け
説明会
　・17年5～6月、18年1月、18年9月、19年2月、19年9月、20年2月　　自動車リサ
イクル法関係行政連絡会議
　・その他　　テレビＣＭ、ラジオＣＭ、新聞広告、雑誌広告、リーフレット、ポス
ター、その他（東京モーターショーに出展等）

○リサイクル料金の預託及び移動報告の状況
　・リサイクル料金預託状況（法施行後累計）
　　　預託台数　　8,755万台
　　　預託金額　　8,568億円
　・移動報告の状況（平成19年度）
　　　引取行程　　引取報告：371万件
　　　フロン類回収行程　　引取報告：279万件
　　　解体行程　　引取報告：387万件※
　　　破砕行程　　引取報告：629万件※
　　　※同一工程内の移動報告件数を含む。

○特定再資源化預託金による離島対策支援事業等の状況（実績）
　 平成19年度　　　　　96市町村、108,128千円

○自動車メーカー・輸入業者
は、自らが販売した自動車か
ら発生するフロン類、エア
バッグ類、シュレッダーダスト
（最終的に出る残さ）のリサイ
クル・破壊を義務づけられて
いるところ。昨年度は、法令
に基づく目標値を大幅に達
成。
※平成19年度のシュレッダー
ダストのリサイクル率　64.2％
～78％（各社実績）
（目標値：平成17年度 30%,平
成22年度 50％,平成27年度
70％）

○法施行以降、自動車所有
者は、原則、新車購入時にお
いてリサイクル料金の支払い
が義務づけられているが、平
成19年度末までの累計とし
て、約8,755万台、約8,568億
円が支払い終了し、リサイク
ル料金の預託が確実に進ん
でいるところ。

○全国の不法投棄・不適正
保管の車両は施行前の平成
16年9月の約22万台から、平
成20年3月には約2万台まで
減少。

○自動車リサイクル法は、附則第13条におい
て、「政府は、・・・施行後五年以内に、この法
律の施行の状況について検討を加え、その結
果に基づいて必要な措置を講ずるものとす
る。」と規定されている。

○これを踏まえ、平成20年７月から産業構造
審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会
自動車リサイクルＷＧ　中央環境審議会廃棄
物・リサイクル部会自動車リサイクル専門委員
会の合同会議において、施行状況の検討を
行っている。
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８．ポリ塩化ビフェニル廃棄物特別措置法

府省名 個別法の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

○ＰＣＢ拠点的広域処理施設の整備
　日本環境安全事業株式会社を活用したＰＣＢ廃棄物の処理体制の整備を進め
てきた。
高圧トランス等については、北九州、豊田、東京、大阪及び北海道室蘭の全国５
箇所において、拠点的広域処理施設の整備を行い、処理を開始した。
また、安定器などのＰＣＢ汚染物等については、効率的に処理できる技術が開発
されたことを踏まえ、施設の整備を進めている。

○ＰＣＢ汚染物等の処理施設の整備、処理の
開始

○ＰＣＢを使用していないとする変圧器等の電子機器等の中に、微量のＰＣＢに
汚染された絶縁油を含むものが存在することが明らかになったため、これらが廃
棄物になった場合の処理方策について中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会
微量ＰＣＢ混入廃重電機器の処理に関する専門委員会で検討いただいている。

○微量ＰＣＢ混入廃電気機器等の処理の基本
的方向の検討

 ○「ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドライン」の改定
　ＰＣＢ廃棄物の収集運搬時の安全性の確保及び効率的な輸送を確保するた
め、検討委員会で検討いただいている。

○広域的な収集運搬システム
　安全かつ効率的な収集運搬システムの構築

 ○ＰＣＢ廃棄物処理基金
　中小企業が保管している高圧トランス・高圧コンデンサの処理に要する費用の
一部に充てるＰＣＢ廃棄物処理基金の造成のため、47都道府県から補助を受け
るとともに、国自らも予算措置を行った。平成20年度においては、国、都道府県
でそれぞれ20億円を造成する予定である。

○ＰＣＢ廃棄物処理基金
　国・都道府県のみでなく、ＰＣＢ製造者等から
の基金出えんを促進

９．国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）

府省名 個別法の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

環境省

（関係府省）
各府省

○国等による環境物品等の調達の推進、情報の提供その他の
環境物品等への需要の転換を促進するために必要な事項を定
め、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築を
図る。

○国は、国等による環境物品等の調達を推進するための基本
方針を定める。基本方針は、環境大臣が各省各庁の長等の協
力を得て案を作成し、閣議決定する。

○国等の機関は、毎年度基本方針に即して、環境物品等の調
達方針を作成・公表し、当該方針に基づき物品等の調達を行う。

○国は、環境物品等に関する情報提供の状況を整理、分析して
提供するとともに、適切な情報提供体制の在り方について検討
を行う。

○グリーン購入法の対象として基本方針に定める特定調達品目等については、
適宜品目の追加・見直しを行っていくこととしており、これまで毎年度、基本方針
の改定を行っている。

○ 平成19年２月２日現在の特定調達品目は１７分野222品目。
　  平成20年２月５日現在の特定調達品目は１８分野237品目。

○平成18年度における国等の調達実績は、公共工事分野を除く156品目中147
品目において、判断の基準を満たす物品等が95％以上の高い割合で調達され
ており、極めて高い水準で実施されている。

○環境物品情報を、消費者が利用しやすい形で提供する環境ラベル等データ
ベースを平成１３年４月に試行的に運用を開始し、平成１４年８月から本格的運
用を行っている。   制度の変更や新規制度の登録等情報内容について、年２回
程度の更新を行っている。

　基本方針は毎年見直しを
行っており、取組は着実に進
んでいる。また、環境ラベル
等データベースも毎年追加・
更新を行っている。

○グリーン購入を計画的かつ効果的に実施し
て いくため、引き続き、国等が重点的に調達を
推進すべき特定調達品目やその基準等の見
直しを行う。

○引き続き、基本方針等に基づき、高い水準
で環境物品等の調達を進める。

○グリーン購入を促進していくため、環境ラベ
ル等データベース等の更なる情報内容の充実
を図る。

環境省

　ポリ塩化ビフェニル(以下「ＰＣＢ」という。)廃棄物の保管、処分
等について必要な規制等を行うとともに、ＰＣＢ廃棄物の処理の
ための必要な体制を速やかに整備することにより、その確実か
つ適正な処理を推進し、もって国民の健康の保護及び生活環境
の保全を図ることを目的として制定。
○ＰＣＢ廃棄物保管事業者の責務
　ＰＣＢ廃棄物を保管する事業者は、平成28年７月14日までにＰ
ＣＢ廃棄物を処理すること、毎年度、ＰＣＢ廃棄物の保管及び処
分の状況を都道府県知事・政令市長に届け出なければならない
こととしている。譲渡しと譲受けを原則禁止としている。

○国及び都道府県の責務
　国はＰＣＢ廃棄物処理基本計画を策定し、都道府県は国の基
本計画に則してその区域内のＰＣＢ廃棄物処理計画を策定する
こととしている。また、都道府県は、保管事業者からの毎年度の
届出に基づき、ＰＣＢ廃棄物の保管及び処分の状況を公表する
こととしている。
　また、環境大臣及び都道府県知事は、保管事業者の事務所そ
の他に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査することができ
るとしている。

○ＰＣＢ製造者等の責務
　ＰＣＢ製造者等は、国及び地方公共団体が実施する施策に協
力することとしている。

　ＰＣＢ廃棄物の拠点的広域
処理施設について、高圧トラ
ンス等に関しては北九州、豊
田、東京、大阪及び北海道室
蘭において施設整備を行い、
処理が開始された。

4



１０．主な個別物品の廃棄物・リサイクル対策

府省名 施策の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

国土交通省
（関係府省）

環境省

○食品廃棄物等からのバイオディーゼル燃料等の品質評価、安
全・環境影響評価、自動車走行実験等の実施（１４年度～）
   バイオディーゼル燃料等の自動車への使用について、実車等
を用いた排出ガス・安全性試験等を実施し、自動車の安全・環境
性能及び車両側対応技術等の評価を行う。

○バイオディーゼル燃料の軽油中への添加については、排出ガスに及ぼす影響
の観点から平成１６年度まで調査を行った結果、酸化能力の高い触媒を装着す
ることが必要であること等が分かった。
（２）バイオディーゼル燃料専用車を試作し排出ガス・安全・耐久性能及び車両側
対応技術等の評価を行うため、平成16年６月にバイオマス燃料対応自動車開発
促進事業検討会を設置し、平成17年度にバイオマス燃料専用エンジンの設計、
試作、及び性能評価を実施し、平成18年度には、バイオマス燃料専用車を試作
し性能評価を行った。

　平成15年度調査にて得られ
た
知見を基に中央環境審議会
に
て審議していただきバイオ
ディ
ーゼル燃料の適切な使用方
法について提言された。
　また、バイオディーゼルを燃
料とする自動車を試作し性能
評価する等自動車の安全・環
境性能及び車両側対応技術
等の評価を行った。

○バイオディーゼル燃料の低温流動性や酸化
劣化に対する改善が今後の課題。

○今後のバイオディーゼル燃料の普及状況等
を踏まえ、バイオディーゼル燃料の適切な使用
に関して啓発を行い、必要に応じて燃料規定
の検討を行う。

○平成２０年５月に成立・公布された改正揮発
油等品質確保法において揮発油等にエタノー
ル等を混和する加工業者に対しても品質確認
が義務付けられた。しかしながら、強制規格以
外の高濃度混和燃料についても自動車技術
や燃料技術の改善を図るためには公道走行
試験が必要であり、そのため特例措置を講ず
ることとしている。また、この改正に伴い、バイ
オ１００％での利用増加が予想されることか
ら、その際に燃料、改造、点検整備上の留意
点等に関し助言、注意喚起を行うための指導
要領を策定する。

国土交通省

○ＦＲＰ船のリサイクルに向けた対策の検討（平成14年度～）
　 ＦＲＰ船の適正な処理手段を確保し、民間におけるリサイクル
シス テムの事業化を促進するための制度基盤を整備するなど
政策的に誘導することで、効率的なリサイクルシステムの普及促
進を図る。

　平成17年11月、広域認定制度を活用して、瀬戸内海・北部九州を中心とした10
県において、FRP船リサイクルシステムの運用を開始しし、平成19年度には、全
国47都道府県に運用範囲を拡大した。

　ＦＲＰ船リサイクルシステム
の運用範囲が、全国47都道
府県に拡大された。
　平成17-19年度のシステム
運用実績に基づき、リサイク
ルシステムの改善及び普及
促進を実施しているところ。

○FRP船リサイクルシステムの普及促進を図
るために、周知広報及び利便性の向上を実施
する。

○経済的・効率的で永続的なFRP船リサイクル
システムとするための検討及び評価を行い、シ
ステム改善に努める。

国土交通省

○建設リサイクル推進計画２００８
   国土交通省における建設リサイクルの推進に向けた基本的考
え方、目標、具体的施策を内容として平成２０年４月に「建設リサ
イクル推進計画２００８」を策定。
　平成２０年度から平成２４年度の５か年を計画期間とし、目標
値を平成２２年度（中間目標）、平成２４年度（計画の目標年）、
平成２７年度（中期的目標）に定め、各種施策を実施。

 目標値　　　　　　         ２２年度　 　  　２４年度　   　２７年度
　　　　　　　　　　 　 　(中間目標)
・再資源化率
　ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊  　98％以上       98％以上　     98％以上
  コンクリート塊　　 　　  98％以上       98％以上     　98％以上
  建設発生木材　　 　　  75％             77％　  　　　　 80％
・再資源化等率
 　建設発生木材          95％             95％以上        95％以上
 　建設汚泥                 80％             82％　   　       85％
・排出量
　 建設混合廃棄物  　　220万ｔ　　　　  205万ｔ　　　     175万ｔ
                            (H17比-25%)   (H17比-30%)   (H17比-40%)
・再資源化等率
　建設廃棄物全体          93％            94％             94％以上
・有効利用率
 　建設発生土           　　85％　　　　　 87％　　　　 　  90％

○建設副産物の再資源化率等
                                        １７年度実績
・再資源化率
　 アスファルト・コンクリート塊  ９８．６％
 　コンクリート塊　　 　　　　　 　９８．１％
 　建設発生木材                    ６８．２％

・再資源化等率
 　建設発生木材                    ９０．７％
 　建設汚泥                           ７４．５％
 
・排出量
 　建設混合廃棄物 　　　　　　  ２９２．８万ｔ
　
・再資源化等率
　建設廃棄物全体                  ９２．２％

・有効利用率
 　建設発生土　　　　              ８０．１％

　建設廃棄物全体の再資源
化等率は平成１７年度には９
２％にまで上昇したが、依然
として再資源化が低い品目が
残っていること等から、平成２
０年４月に「建設リサイクル推
進計画２００８」を策定し、本
計画に基づく施策を実施。ま
た、建設リサイクル推進計画
改定後の建設副産物等の実
態を把握するため、平成２０
年度建設副産物実態調査を
実施しているところ。

・引き続き、「建設リサイクル推進計画２００８」
に基づく施策の着実な実施と、実施状況のフォ
ローアップを行っていく。
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１１．不法投棄・原状回復対策

府省名 施策の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

環境省

○産廃特措法
産廃特措法は、以下の事案による生活環境保全上の支障除去
等事業について財政支援を行うものである。

　・廃棄物処理法の平成９年改正法の施行前（10年６月16日以
前）の不適正処分により、生活環境保全上の支障が生じ、又は
生ずるおそれがあると認められ、かつ、その支障の除去等の措
置が原因者の無資力等により履行されない場合に、都道府県等
が代執行した事案。

　 ・産廃特措法の適用にあたって、法に定める基本方針に基づ
き都道府県等が実施計画を策定し、環境大臣の同意を得た事
案。

平成15年
　　６月18日 産廃特措法施行
　　10月３日 産廃特措法に基づく基本方針の策定
　　12月９日 香川県実施計画に環境大臣同意（香川県豊島事案）

以降、平成20年11月末までに11事案について、環境大臣が実施計画に同意し
た。

廃棄物処理法に基づく、平成10年6月17日以降発覚の事案については、平成19
年度は、３事案について財政支援を行った。

　平成19年度においては、２
事案、平成20年度も11月まで
に１事案の実施計画に環境
大臣が同意するなど、支障除
去の推進が図られたと考える
が、不法投棄等の対策につ
いては効果の評価に時間を
要するものであり、過去の大
規模事案が新たに発覚する
など課題も多い。引き続き施
策の強化、充実、適正な実施
が必要である。

　産廃特措法の対象となりうる不適正処分事
案の実態等について、基本データを整備する
とともに、都道府県等による実施計画の策定
について所要の助言を行う。

　なお、産廃特措法の補助については、平成
17年11月の三位一体改革に関する政府与党
の合意の中で、平成18年度以降に同意申請さ
れた新規事案については財政支援が無くなっ
たが、不適正処分事案に対する都道府県等の
対応について引き続き所要の助言等を行う。

平成10年6月以降の不適正処分については都
道府県等が円滑に支障除去等を行えるよう基
金造成に努め、不適正処分事案に対する都道
府県等の対応については引き続き所要の助言
等を行う。

１２．産業廃棄物の最終処分場の整備

府省名 施策の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

環境省

○毎年、調査により、全国の産業廃棄物最終処分場の残存容
量及び残余年数を把握、公表。

○公共関与による産業廃棄物処理施設の整備促進のため、廃
棄物処理センター等が行う産業廃棄物の最終処分場等の施設
整備に対して国庫補助を行っている。

○17年度末現在産業廃棄物最終処分場の残余年数（平成20年３月に公表）
　全国　　　　　　　　　7.7年
　首都圏（１都７県）　3.4年
　近畿圏（２府５県）　6.2年
　徐々に改善は図られているものの、特に大都市圏において残余容量が著しく
不足している。

○公共関与最終処分場に対する国庫補助
　平成19年度において、6事業者が整備する産業廃棄物の管理型最終処分場に
対して補助。

　産業廃棄物最終処分場の
残余年数は、最終処分量の
減少により改善している状況
ではあるが、特に大都市圏に
おいて依然としてひっ迫して
いる状況は続いている。

○最終処分場容量の確保に努める必要があ
る。特に大都市圏において、最終処分容量確
保策を講じる必要がある。

○民間事業者による最終処分場建設が進まな
い現状にあるため、公共関与による産業廃棄
物最終処分場の整備を促進する必要がある。

１３．技術開発

府省名 施策の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

内閣府

（関係府省）
文部科学省
農林水産省
経済産業省
国土交通省

環境省

○環境PTの実施（18年度～22年度）
（目的）
第３期科学技術基本計画（平成18年３月閣議決定）のもと、総合
科学技術会議において決定された「分野別推進戦略」（平成18
年３月）の実現のため、そのフォローアップと推進方策を検討・推
進する。その一環として、科学技術連携施策群バイオマス利活
用において、各省のプロジェクトを統合し、産学官連携で推進す
る。

○社会還元加速プロジェクトの推進（19年度～24年度）
（目的）
長期戦略指針「イノベーション２５」（平成19年6月閣議決定）にお
いて、比較的近い将来に実証研究段階に達するいくつかの技術
を融合し、今後国が主体的に進めていく先駆的なモデルとして社
会還元加速プロジェクトを位置づけ、環境・エネルギー問題等の
解決に貢献するバイオマス資源の総合利活用を関係府省・官民
の連携の下で推進する。

○廃棄物処理等科学研究費補助金（事業名称を平成21年度よ
り循環型社会形成推進科学研究費補助金へ変更予定）
・循環型社会形成の推進及び廃棄物に係る諸問題の解決に資
する研究及び次世代型の廃棄物処理技術の開発に関する課題
を公募・採択、これらの研究・技術開発を推進し、循環型社会形
成の推進・廃棄物の安全かつ適正な処理等に関する行政施策
の推進及び技術水準の向上を図っている。

○環境PT
・研究会合を開き外部有識者による研究課題のフォローアップと推進方策の検
討を行った（18年度：２回）
・科学技術連携施策群バイオマス利活用WGを開催し、バイオマス利活用に関し
各省のプロジェクトを統合し、産学官連携で推進した。（１７年度：４回、１８年度：
３回開催）
・バイオマス利活用に関して産学官のシンポジウムを開催した（１８年度：1回）

○社会還元加速プロジェクト（バイオマス資源総合利活用）TF
・社会還元加速プロジェクトのロードマップ確認（２０年度：１回）
・社会還元加速プロジェクトの進捗状況のフォローアップと推進方策の検討（２０
年度：２回）

○循環型社会形成の推進及び廃棄物に係る諸問題の解決に資する研究及び技
術開発
・競争的資金を活用し広く課題を募集
・研究事業：74件、技術開発事業：６件を実施（平成20年度）

○科学技術連携施策群バイ
オマス利活用WGおよび社会
還元加速プロジェクトTFを通
し、関係各府省と研究者の相
互理解が進んできた。

○廃棄物処理等科学研究費
補助金については、平成20
年度は「重点テーマ」を充実さ
せることにより、科学技術基
本計画において戦略的重点
科学技術とされている「３Ｒ推
進のための研究」や「廃棄物
系バイオマス利活用のため
の研究」のほか「漂着ごみ問
題解決に関する研究」「廃炉
解体工事の低コスト化のため
の技術開発」など政策上の
ニーズをより反映させた研
究・技術開発を推進してい
る。

○天然資源の消費の抑制と環境負荷の低減
により、循環を基調とする社会経済システムの
実現及び廃棄物問題の解決への取組が必要
である。

○具体的には、３Ｒ実践のためのシステム分
析・評価・設計技術や国際３Ｒ対応の有用物質
利用・有害物質管理技術の開発、持続可能型
地域バイオマス利用システム技術の開発を重
点的に行う。

○廃棄物処理等科学研究費補助金について
は、小型家電製品等、身近な製品に使用さ
れ、需要の高まりが見込まれるレアメタルにつ
いて、使用済み製品等からの回収技術等の研
究開発、それに伴う重金属等有害物質の適正
処理について、平成21年度はレアメタル回収
技術特別枠新たに設ける等、社会的・政策的
必要性に応じた研究及び技術開発を引き続き
推進する。
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１４．「バイオマス・ニッポン総合戦略」（平成14年12月27日閣議決定）の実施

府省名 施策の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

農林水産省

（関係府省）
内閣府
総務省

文部科学省
経済産業省
国土交通省

環境省

地球温暖化の防止、循環型社会の形成、戦略的産業の育成、
農林漁業・農山漁村の活性化を目的とし、平成14年12月に｢バイ
オマス・ニッポン総合戦略」を閣議決定し、平成22年を目途に、
バイオマスの総合的な利活用に向けた取組を推進。
これまでの取組をさらに促進し、京都議定書発効等の戦略策定
後の情勢の変化に対応するため、平成18年３月に「バイオマス・
ニッポン総合戦略」を見直し、引き続き本戦略に基づき、積極的
にバイオマスの総合的な利活用に向けた取組を推進。

○平成22年目標
　・技術的観点：エネルギー変換効率の向上　等
　・地域的観点：バイオマスタウン構想を300市町村程度構築
　・全国的観点：廃棄物系バイオマス：炭素量換算で80％以上利
活用　等

○バイオマス・ニッポン総合戦略を推進するため、関係府省が連携した「バイオ
マス・ニッポン総合戦略推進会議」及び「バイオマス・ニッポン総合戦略推進アド
バイザリーグループ」において取りまとめられた平成20年度具体的行動計画に
基づき、平成20年10月に「農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料としての
利用の促進に関する法律」が新たに施行されるとともに、バイオマスタウン構想
の実現及び一層の普及を図るため、「バイオマスタウン加速化戦略委員会」を設
置し、バイオマス政策の今後の展開の方向性について検討を開始。

○地域の創意工夫に基づくバイオマスを効率的・総合的に利用する「バイオマス
タウン構想」を募集し、関係府省が連携し支援。

　　・バイオマスタウン構想を公表した市町村数
      平成16年度末時点　     13件
      平成17年度末時点     　44件
      平成18年度末時点     　90件
      平成19年度末時点　　 136件
      平成20年11月末時点　159件

○バイオマスの利活用は、廃
棄物系バイオマスは着実な
成果が認められるものの、未
利用バイオマスの利活用は
わずかしか進んでいない状
況である。目標達成に向け、
バイオマスの総合的な利活
用に向けた取組を推進。

・バイオマス利活用率
　　　　　　　　　14年   19年
廃棄物系バイオマス
　　　　　　　　　68％ →73％
未利用バイオマス
　　　　　　　　　21％ →22％

○国産バイオ燃料の安定供給に向け、農林漁
業者とバイオ燃料製造業者による連携促進や
収集・運搬コストの低減、資源作物の開発等
の技術・研究開発に対する支援が必要。

○バイオマスタウンの更なる発展を図るため、
バイオマスタウン構想の実現や国民参加型の
バイオマス利活用の推進に向けた「バイオマス
タウン加速化戦略(仮称)」を策定し、バイオマ
スタウンの新たな目標を定める。

１５．電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法

府省名 施策の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

 経済産業省

小売電気事業者（一般電気事業者、特定電気事業者、特定規模
電気事業者）に対し、販売する電力量に応じて一定量の新エネ
ルギー等（風力、太陽光、地熱、中小水力、バイオマス）電気を
利用することを義務づける法律。
小売電気事業者は、上記の新エネルギー等の中から、経済性
の高いものを選んで利用することができる。
(平成15年４月１日に全面施行)

○平成16年度の全電気事業者の義務量の合計は36.0億ｋWhであり、全ての電
気事 業者が義務を履行済み。
○平成17年度の全電気事業者の義務量の合計は38.3億ｋＷｈであり、全ての電
気事業者が義務を履行済み。
○平成18年度の全電気事業者の合計は44.4億Kｗhであり、全ての電気事業者
が義務を履行済み。
○平成19年度の全電気事業者の義務量の合計は60.7億kWhであり、全ての電気
事業者が義務を履行済み。
なお、
○平成16年度中の設備認定件数は、199,027件。
○平成17年度中の設備認定件数は、266,915件。
○平成18年度中の設備認定件数は、333,898件。
○平成19年度末の設備認定件数は、386,498件。

　全ての電気事業者が前年
度及び本年度とも義務を履
行済み。
　設備認定件数については、
法一部施行（平成14年12月６
日）から平成19年度末までに
386,498件に増加。
　平成18年度中に、総合資源
エネルギー調査会の意見を
聴き、平成19年度から平成26
年度までの新エネルギー等
電気利用目標量等を定め
た。

○平成22年度中に、総合資源エネルギー調査
会の意見を聴き、平成23年度から平成30年度
までの新エネルギーの電気利用の目標量等を
定める。
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１６．特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律（フロン回収・破壊法）

府省名 施策の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

環境省

（関係府省）
経済産業省

オゾン層を破壊し又は地球温暖化に深刻な影響をもたらすフロ
ン類の大気中への排出を抑制するため、特定製品からのフロン
類の回収及びその破壊の促進等に関する指針及び事業者の責
務を定めるとともに、特定製品に使用されているフロン類の回収
及び破壊の実施を確保するための措置等を講じる。

○平成19年度におけるフロン回収・破壊法の施行状況
・フロン類回収業者等の登録数
    （平成20年４月１日現在）
　  第一種フロン類回収業者の登録数　 29,728,（H18: 27,487）

・国（経済産業大臣、環境大臣）の許可を受けたフロン類破壊業者数（平成20年
４月１日現在）
    　75 　 （H18: 82 ）

・特定製品からのフロン回収・破壊量については平成19年度実績
　　第一種特定製品（業務用冷凍空調機器）からのフロン類の回収量 約3,168ト
ン
　　フロン類破壊業者によるフロン類の破壊量　　　　　　　　　　約3,611トン

○業務用冷凍空調機器からの冷媒フロン類の回収率向上のため、改正フロン回
収・破壊法が平成19年10月に施行された。

○第一種特定製品からのフ
ロン類の回収量は前年度に
比べて増加しているものの、
依然として十分とはいえない
ため、さらにフロン類の回収
の徹底のための取組が必要
である。

○破壊量は、平成18年度と
比較して約13％の増加となっ
ている。

○京都議定書目標達成計画等に基づく、フロ
ン回収・破壊法の着実な施行。
（平成19年10月に改正フロン回収・破壊法が
施行。）

１７．静脈物流システムの構築（「総合物流施策大綱（２００５－２００９）：１７年１１月閣議決定」の実現）

府省名 施策の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

国土交通省

○総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）の形成
　海上輸送による効率的な静脈物流ネットワークを構築し、循環
資源
　の全国規模での広域的な流動を促進するとともに、臨海部に
おいて
　リサイクル産業の拠点化を進め、リサイクルポートの形成を促
進する。

○平成18年までに、21港を総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）に指定し、
重点的に静脈物流基盤の整備を行った。
○静脈物流ネットワークの構築に向けリサイクルポート推進協議会との連携を促
進している。

○民間団体が整備する建屋・ストックヤード等の保管機能施設の整備に対し、国
庫補助により支援する。

（企業立地数の増加）
○リサイクルポート指定２１港での企業立地数を新指標とした。　Ｈ１８：１７８社
（21港）→Ｈ１９：１８８社（21港）　※Ｈ１４：１１１社（18港）→Ｈ１８：１６７社（18港）

　リサイクルポート21港にお
ける企業立地数は平成20年
度においても増加することが
見込まれる。

　官民の連携促進、静脈物流基盤の整備等を
推進するほか、港湾における静脈物流拠点形
成のための支援制度の拡充、国際静脈物流シ
ステムの構築を検討していく。
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１８．京都議定書の６％削減約束の達成に向けた地球温暖化対策の実行（第２ステップ）

府省名 施策の概要 進捗状況
第2次計画策定時との比較と
その評価

今後の課題・見直しの方向性

温室効果ガスの総排出量を2008年から2012年の第１約束期間
に基準年から６％削減することを内容とする京都議定書の約束
達成のため、必要な取組を推進するとともに、気候変動枠組条
約の目的の達成のため、更なる長期的・継続的な排出削減へと
導く必要がある。
平成20年３月28日に京都議定書目標達成計画（全部改定）が閣議決
定され、現在は同計画に基づき、各種対策・施策を政府一体となって
推進している。

我が国の温室効果ガスの総排出量は、２００６年度で、二酸化炭素に換算して約１３億
４，０００万トンであり、基準年度比で６．２％増加している。２００６年度から２０１０年度に
かけて、目標達成計画の部門別の目安の達成のためには、２００６年度比で、エネル
ギー起源二酸化炭素については、産業部門（基準年における総排出量に占める割合：３
８％）－７．０～－７．９％、業務その他部門（同割合：１３％）－８．３～－９．３％、家庭部
門（同割合：１０％）－１４．７～－１６．５％、運輸部門（同割合：１７％）－４．１～－５．
５％、エネルギー転換部門（同割合：５％）－１４．２％～－１４．３％の削減が必要となっ
ている。
また、非エネルギー起源二酸化炭素（同割合：７％）は－３．６％、メタン（同割合：３％）は
－４．３％～－４．４％、一酸化二窒素（同割合：３％）は－３．０％～－３．２％の削減が
必要となっている。
代替フロン等３ガス（同割合：４％）については、オゾン層破壊物質からの代替が進むこと
によりＨＦＣの排出量が増加することが予想される等いくつかの排出量の増加要因もある
ものの、増加量を＋７９．２％に抑えることが必要である。
さらに、森林吸収源対策については、２００７年度から２０１２年度の６年間で、毎年２０万
ｈａの追加的な森林整備が必要であり、平成１９年度において、平成１８年度補正予算と
併せ、２０万ｈａを超える追加的な森林整備に相当する予算を措置したところである。引き
続き森林整備等を推進し、基準年比で３．８％分の森林吸収量を確保することが必要で
ある。
京都メカニズムの活用については、平成１９年度において、１，６６６万ｔ－ＣＯ２分のクレ
ジットを取得する契約を結んだところ（平成１８年度からの累計で２，３０４万ｔ－ＣＯ２）で
あり、引き続き、補足性の原則を踏まえつつクレジット取得を進めることが必要である。

（注：2008年７月に行われた京都議定書目標達成計画の進捗状況の点検結果に基づき
記載した。2008年内を目途に現在点検作業中であり、その結果が決定され次第、その結
果に基づいた記述に差し替える予定。）

今回の点検に当たっては、各対
策・施策の排出削減量及び目標
達成計画に掲げられた対策評
価指標について、２０００年度か
ら２００６年度（可能なものにつ
いては２００７年度）までの実績
の把握を行うとともに、データ入
手が可能な限り２００８年度から
２０１２年度までの各年度の見込
みを把握した。そして、これらの
見込みに照らして実績のトレンド
等を評価し、対策・施策の追加・
強化等の状況を把握した。
その結果、ほとんどの対策につ
いて実績のトレンドが概ね見込
みどおりであった。また、実績の
トレンドが見込みどおりでないも
のについても、対策・施策の追
加・強化、またはその検討を行う
とされていた。
（注：2008年７月に行われた京都
議定書目標達成計画の進捗状
況の点検結果に基づき記載し
た。2008年内を目途に現在点検
作業中であり、その結果が決定
され次第、その結果に基づいた
記述に差し替える予定。）

今後、年末の進捗状況点検に向け、引き続
き、各対策・施策の着実な推進を図るととも
に、必要な対策・施策の追加・強化の具体化を
進める。また、その効果についても把握してい
く必要がある。
また、各対策・施策で、実績データが入手でき
ないために進捗度合が現段階ではわからない
ものもあり、こうした対策・施策の進捗状況に
ついても、年末の点検に向けて把握していく必
要がある。さらに、実績値の把握が遅い項目
についてデータ整備の早期化を図る必要があ
る。

（注：2008年７月に行われた京都議定書目標
達成計画の進捗状況の点検結果に基づき記
載した。2008年内を目途に現在点検作業中で
あり、その結果が決定され次第、その結果に
基づいた記述に差し替える予定。）

環境省

（関係府省）
経済産業省
農林水産省
国土交通省

他
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廃棄物処理法 ○廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針（環境省告示第３４号）

　　廃棄物の減量化の目標量

　　 　　５３ 　― 　　５１ 　― 　　４９ 　― ５４ 　― ５４ 　― ５３ 　― ５３ 　― ５２ 　―

　　　５．９ （１１％） 　　１０ （２０％） 　　１２ （２４％） ９ （１７％） ９ （１７％） ９ （１７％） １０ （１９％） １０ （１９％）

中間処理による減量 　　３５ （６６％） 　　３４ （６７％） 　　３１ （６３％） ３７ （６９％） ３７ （６９％） ３６ （６８％） ３５ （６６％） ３５ （６７％）

　　１２ （２３％） 　　　７．７ （１５％） 　　　６．４ （１３％） ９ （１７％） ８ （１５％） ８ （１５％） ７ （１３％） ７ （１３％）

　４１０ 　― 　４３９ 　― 　４５８ 　― 393 　― 412 　― 417 　― 422 　― 418 　―

（参考２）　個別法施行状況

中間処理による減量

平成16年度平成14年度 平成15年度

施　　　行　　　状　　　況

平成17年度

一　般

排出量

再生利用量

最終処分量

排出量

約５％削減

約１１％→約２４％に増加

概ね半減

増加を１２％に抑制

一　般

排出量

再生利用量

最終処分量

平成１７年度

個　　別　　法 法　　　　　定　　　　　目　　　　　標　　　　　等

９年度に対する２２年度の目標
目標量

廃棄物処理・

　　　　　リサイクル法

平成２２年度
平成９年度

排出量

平成18年度

1

　１６８ （４１％） 　２０５ （４７％） 　２１７ （４７％） 182 （４６％） 201 （４９％） 214 （５１％） 219 （５２％） 215 （５２％）

　１７５ （４３％） 　１９７ （４５％） 　２１１ （４６％） 172 （４４％） 180 （４４％） 177 （４３％） 179 （４２％） 182 （４２％）

　　６６ （１６％） 　　３６ 　（８％） 　　３０ 　（７％） 40 （１０％） 30 （７％） ２６ （６％） ２４ （６％） 22 （６％）

（注）　単位：百万㌧　（　　）内は、各年度の排出量を１００としたときの割合。 出典： 日本の廃棄物処理（平成18年度実績）　（20年11月公表）

　　　　基本方針においては、一般廃棄物の排出量を「計画収集量＋直接搬入量＋資源ごみの集団回収量」と定義している。 　　　　産業廃棄物の排出及び処理状況等（平成18年度実績）　（20年12月公表）

　　　　中間目標年度（１７年度）：その達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえて必要な見直しを実施する。

○廃棄物処理施設整備計画（平成２０年３月２５日閣議決定）

ごみ総排出量（万トン） ごみ総排出量（万トン）

ごみのリサイクル率 ごみのリサイクル率

ごみ減量処理率 ごみ減量処理率

一般廃棄物最終処分場の残余年数（年）

ごみ焼却施設の総発電能力（メガワット）

浄化槽処理人口普及率

１，３６５ １，４４１ １，４９１ １，５９０

出典： 日本の廃棄物処理（平成18年度実績）　（20年11月公表）

ごみ焼却施設の総発電能力（メガワット）

９８％ 概ね１００％

平成１8年度

５，２０４

１９．６％

９７．５％

１５．６年

９７．１％

１４．８年

１，５１２

１３．８年

平成１５年度

５，４２７

１６．８％

５，４２０

１４．０年

９６．４％

再生利用量

中間処理による減量

最終処分量

１５．９％

９５．７％

１４．０年一般廃棄物最終処分場の残余年数（年）

９６．５％

５，２７２

１９．０％

平成１６年度

５，３３８

１７．６％

平成１７年度

産　廃
再生利用量

中間処理による減量

最終処分量

約４１％→約４７％に増加

概ね半減

目標及び指標（１９年度→２４年度）

約２，５００

産　廃

平成１４年度

約１，６３０

約５，０００

２５％

１９年度（見込み） ２４年度

約５，２００

２０％

９％ １２％

１９年度の水準を維持

浄化槽処理人口普及率

浄化槽処理人口普及率

資源有効利用促進法 ○パーソナルコンピューターの製造等の事業を行う者の使用済パーソナルコンピューターの自主回収及び再資源化に

　 関する判断の基準となるべき事項を定める省令

　　　再資源化の目標

出典：平成20年度資源有効利用促進法に基づく自主回収及び再資源化の

各事業者等による実施状況の公表について（平成２０年１０月公表）

出典：「平成１７年度末の汚水処理人口普及状況について」（平成１８年８月公表）ほか

出典： 日本の廃棄物処理（平成18年度実績）　（20年11月公表）

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

　　　　　８．４％

６８．９％ ７０．７％

４８．７％

７０．９％

６３．４％

５４．７％ ５３．７％

６４．２％

ブラウン管式表示装置

７５．２％

ノートブックパソコン ５３．２％

デスクトップパソコン

７６．９％

８．１％８．１％

４３．８％

１４年度

７３．７％ ７５．１％

９％ １２％

目標（率）

５０％

１３年度

参考（再資源化率）

１５年度

２０％ ３８．７％

５５％ ６６．２％

液晶式表示装置 ６６．３％

デスクトップパソコン

ノートブックパソコン

ブラウン管式表示装置 ７５．８％ ７８．１％

液晶式表示装置 ５５％ ７２．９％

７７．５％

６６．７％

　　　　　８．６％ 　　　　　８．８％

１８年度 １９年度

７６．０％ ７５．１％

１７年度

７３．９％

再資源化率

６３．０％

１６年度

７６．９％

５４．８％

各事業者等による実施状況の公表について（平成２０年１０月公表）

○密閉型蓄電池の製造等の事業を行う者及び密閉型蓄電池使用製品の製造等の事業を行う者の使用済密閉型

　 蓄電池の自主回収及び再資源化に関する判断の基準となるべき事項を定める省令

　　　再資源化の目標

出典：平成20年度資源有効利用促進法に基づく自主回収及び再資源化の

各事業者等による実施状況の公表について（平成２０年１０月公表）

１９年度

７３．５％

７６．６％

６４．１％６３．０％

１５年度

７３．５％

７７．６％

６２．２％

５０．０％ ５０．０％５０．０％

７３．３％

７６．５％ ７６．６％

１８年度１７年度

リチウム二次電池

１６年度

７６．８％

目標（率）
１４年度

参考（再資源化率）

７３．７％

ニッケル水素 ５５％ ６９．０％

リチウム二次電池

１３年度

ニカド電池 ６０％

小型シール鉛電池 ５０％ ５０．０％ ５０．０％

ニッケル水素

３０％ ５２．７％ ５３．８％

小型制御弁式鉛電池

ニカド電池７０．９％ ７２．３％

５６．１％

８０．０％

再資源化率

５５．１％

５０．０％

７３．２％

５０．０％

1



容器包装リサイクル法 （参考）容器包装廃棄物の分別収集量、再商品化量及び分別収集実施市町村数

注）分別収集実施市町村数は、「ペットボトル」のみを計上。 出典：平成19年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別

　　　　収集及び再商品化の実績について（20年10月公表）

（参考）ペットボトルの生産量に対する分別収集の比率（回収率） 注）分別収集実施市町村数は、「ペットボトル」のみを計上。　　　　

２，６４５，３８８

１８年度

３，３８３，６７７

２，８１１，２９３

２，７３４，４６０

１，７５２

１９年度

３，４５６，８９１

１７年度

９５．９％

９９．０％

法　　　　　定　　　　　目　　　　　標　　　　　等個　　別　　法 施　　　行　　　状　　　況

２，７３１，８３６

１７年度

３，６４３，２５１

年間再商品化量（トン）

９７．２％

９９．０％

１９年度１８年度

人口カバー率９６．５％

１５年度

２，８９１

９１．６％

２，７９６

９１．６％

１，７４７

１６年度

９４．７％
分別収集
実　　　施
市町村数

年間分別収集計画量（トン）

年間分別収集量（トン）

年間再商品化量（トン）

年度別年間再商品化率

実施市町村数

全市町村に対する実施率

人口カバー率

分　　 別
収 集 量

再商品化
量

１５年度

３，１９３，８６８

９６．８％

２，６４５，３８８

９６．６％

２，６２６，０８９

１６年度

３，４２７，７１３

２，６５７，８０３

２，５３８，０１６ ２，５８０，７８０ 

１７年度

９７．４％９６．６％

１７年度

１，７６５

再商品
化量

分別収
集 量

年間分別収集計画量（トン）

９７．３％

２，８２０，５９４

９７．４％

分別収
集実施
市町村
数

１，７４７実施市町村数

９４．７％

年度別年間再商品化率

全市町村に対する実施率

年間分別収集量（トン）

９６．８％

２，７４８，０７７

９７．４％９７．１％

３，６４３，２５０

２，７３１，８３６

2

家電リサイクル法 ○特定家庭用機器再商品化法施行令第４条（再商品化等の基準）

　　　再資源化の目標

出典：家電メーカ各社による家電リサイクル実績の公表について

食品リサイクル法 ○食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針

　　　食品循環資源の再生利用等を実施すべき量に関する目標

１７年度

５３２，５８３

２５１，９６２

７７％

７１％

１８年度

５４３，８４０

２６８，２２６

７７％

４９．３％

８６％

１７年度

７９％

４７．３％

２５１，９６２

再商品化率

１９年度１８年度

５２９，８４７

４７．６％

参考（再商品化率）

４３６，５５６

２１１，７５３

４８．５％

５１３，７１２

１５年度

７８％ ８１％

１４年度

８１％

回収率（％）

エアコン ８２％

１６年度

８２％ ８４％

６３％

生産量（トン）

洗濯機

４６．４％回収率（％）

生産量（トン）

市町村分別収集量（トン）

６０％

６１％

テレビ ５５％

２３８，４６９

再商品化等基準
１６年度

６０％

テレビ ８１％

１５年度 １６年度

エアコン

７５％

５０％冷蔵庫

５０％

１７年度

７８％

６４％ 冷蔵庫 ６４％

６８％

６６％

洗濯機

市町村分別収集量（トン）

７５％ ８２％６８％６５％

４９．４％

１９年度

８７％

８６％

７３％

５７３，１９３

２８３，４４１

　　　食品循環資源の再生利用等を実施すべき量に関する目標

     食品循環資源の再生利用等の実施率を平成24年度までに、食品製造業にあっては85%、食品卸売業にあっては70%、食品小売業にあっては45%、外食産業にあっては40%

　　に向上させることを目標とする。

     各々の食品関連事業者に適用される実施率の目標は、毎年度、事業者ごとに設定されるその年度の基準実施率を上回ることとする。

　　　

出展：食品循環資源の再生利用等実態調査報告により計算

建設リサイクル法 ○特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進等に関する基本方針

○建設リサイクル推進計画２００８

　　　再資源化等に関する目標

８１％

４５％ ５２％ ５３％

外食産業

１８年度実績

８１％

食品卸売業

外食産業 ２２％

６２％

３５％

８１％

（参考：１８年度実績）

再生利用等の実施率

食品製造業

食品卸売業

食品産業計

食品小売業

５３％食品産業計

食品小売業

食品製造業

６１％

３１％

２１％

４１％

１７年度実績１６年度実績

７２％

再生利用等の実施率

６２％

３５％

２２％

２８％

１７％

　　　再資源化等に関する目標

アスファルト・コンクリート塊

コンクリート塊 コンクリート塊

建設発生木材 建設発生木材

建設発生木材 建設発生木材

建設汚泥 建設汚泥

排出量 建設混合廃棄物 排出量 建設混合廃棄物

再資源化
等率

建設廃棄物全体
再資源
化等率

建設廃棄物全体

有効利用
率

建設発生土
有効利
用率

建設発生土

自動車リサイクル法 ○使用済自動車の再資源化等に関する法律施行規則第２６条（自動車製造業者等の再資源化を実施すべき量に関する基準）

　　　再資源化に関する目標

出典：平成１7年度建設副産物実態調査結果について（１8年1２月公表）

―

平成１９年度実績

９４％

平成１７年度実績平成２４年度

９４％以上

― ８０％

２２０万ｔ
（平成１７年度比２

５％削減）

８２％

２０５万ｔ
（平成１７年度比３

０％削減）

８５％

１７５万ｔ
（平成１７年度比４

０％削減）

　　　９８％以上

７７％

―

８０％

９７．５％

６１．１％

９１．６％

９８．７％

２９２．８万ｔ

９０．７％

再資源
化率

９８．６％

６８．２％

９８．１％

３３７．５万ｔ

平成１８年度実績

平成２２年度

９５％

９５％以上 ８９．３％

６８．２％

　　　９８％以上

９５％ ９５％ ９５％以上

再資源化
率

７５％

９５％

―

　　　９８％以上 ９８％以上

基本方針

平成２２年度
（中間目標）

アスファルト・コンクリート塊　　　９８％以上

９３％

平成２７年度

９８％以上

９２．２％

平成１７年度実績

９２．２％

建設リサイクル推進計画２００８

８３．０％ ８０．１％

再資源
化等率

（参考）
平成１７年度実績

９８．６％

再資源化
等率

― ８５％ ８７％ ９０％ ８０．１％

７４．５％

２９２．８万ｔ

９０．７％

６８．６％ ７４．５％

９８．１％

平成１４年度実績

９２～９４．７％

平成２２～２６年度
４８～７０％自動車破砕残さ

平成１９年度実績

６４．２～７８％
平成１７～２１年度 平成２７年度以降

平成１８年度実績

３０％ ５０％ ７０％再資源化
率

自動車破砕残さ

エアバッグ類
平成１６年度以降

８５％

再資源
化率

エアバッグ類 ９３～９５％

平成１７年度実績

９３．５～９５．１％

６３．７～７５％

出典：自動車メーカー等各社による自動車リサイクル実績の公表につい
て
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PCB廃棄物処理 （参考）

促進特別措置法 PCB特別措置法に基づくPCB廃棄物の保管等の届出の全国集計について

　　１．ＰＣＢ廃棄物の保管状況

高圧トランス 2,688

高圧コンデンサ 45,533

低圧トランス 427

低圧コンデンサ 3,520

柱上トランス 153

安定器 12,358

PCB 206

18,687台

250,739台

35,949台

1,836,705台

2,146,581台

5,551,983個

53トン

1,955,864台

2,252,756台

5,740,284個

56トン

１６年３月集計

保　　　管　　　量保管事業所数

１７年３月集計

20,731台

259,500台

36,001台

個　　別　　法 法　　　　　定　　　　　目　　　　　標　　　　　等 施　　　行　　　状　　　況

１４年３月集計

4,824,973個

93トン171トン

38,121台

１５年３月集計

15,430台

1,772,563台

1,367,724台

1,974,106台

15,077台

240,002台

34,679台

1,796,644台

5,099,425個

103

230

401

202

48,691

廃棄物の種類
１４年３月集計

200

１６年３月集計

40,412

１７年３月集計

43,586

3,748

1,804

142

3,295

270

2,624

3,6842,162

11,944 13,84611,273

548

186

１５年３月集計

242,339台

3

PCBを含む油 1,060

感圧複写紙 416

ウエス 886

汚泥 179

その他の機器等 1,819

　　２．ＰＣＢ廃棄物を保管する事業所におけるPCB使用製品の使用状況

高圧トランス 943

高圧コンデンサ 8,167

低圧トランス 84

低圧コンデンサ 284

柱上トランス 7

安定器 1,828 485,261個

使用事業所数

419,633個

使　　　用　　　量

１６年３月集計

3,449台

27,983台

2,679台

40,097台

176,489トン

668トン

225トン

15,411トン

114,915台

１７年３月集計

339トン

34,080トン

121,852台

176,510トン

810台

5,173台

655トン

１４年３月集計 １５年３月集計

7

94

8,154

１５年３月集計

31,653台

41,505台

１７年３月集計 １４年３月集計

2,639台

1,662

36,292台

1,564,229台1,764,699台

26,860台

7

279 33,093台

453台

1,879,900台

175,244トン

664,947個 557,929個

2,377台

30,190台

662トン 722トン

838台

1,952,500台

163,632トン1,447

1,347

215

１６年３月集計

185トン

廃棄物の種類

494

401

239トン1,101

6,996 8,046

395

399 557

19,005トン

233,534トン 97,186台

19,611トン

2,5751,474 1,505

785599

69 58

138

363

257 277

7

171

650

2,173 2,019

PCB 20

PCBを含む油 16

その他の機器等 520

48kg

165kg

3,708台

89kg

18kg

5,492台

14

160

24 79kg

8,175台

14 18kg3kg

76kg

8,928台

8 17

1,026335

12

3



グリーン購入法 （参考）

○国等の各機関におけるグリーン購入の平成１４年度調達実績

平成１３年度の調達実績と調達率が比較可能な品目の比較（単位：品目数）

紙　　類 文具類 機　　器 OA機器 家電製品 照　　明 繊維製品 役　　務 合　　計

２ ４１ ７ ６ ４ ２ ５ １ ６８

１ ６ １ １ ０ ０ １ ０ １０

０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ １

３ ４７ ８ ７ ４ ２ ７ １ ７９

○国等の各機関におけるグリーン購入の平成１５年度調達実績

平成１４年度の調達実績と調達率が比較可能な品目の比較（単位：品目数）

紙　　類 文具類 機　　器 OA機器 家電製品 エアコン 照　　明 制服・
作業服

インテリ
ア・寝装

役　　務 合　　計

２ ３１ ３ ７ ５ １ ２ ２ ６ １ ６０

４ ２６ ７ ４ １ ０ ０ ０ ２ ０ ４４

調達率下降

分　　　野

ほぼ同等

ほぼ同等

調達率下降

調達率上昇

合　　　計

分　　　野

調達率上昇

4

３ ７ ０ ３ ０ １ ０ ０ ３ ０ １７

９ ６４ １０ １４ ６ ２ ２ ２ １１ １ １２１

○国等の各機関におけるグリーン購入の平成１６年度調達実績

平成１５年度の調達実績と調達率が比較可能な品目の比較（単位：品目数）

紙　　類 文具類 機　　器 OA機器 家電製品 エアコン 照　　明
制服・
作業服

インテリア・
寝装寝具

作業手袋
その他繊
維製品

設備 役　　務 合　　計

３ １７ ２ ２ ０ ２ ０ １ ５ ０ ０ ０ ０ ３２

４ ４３ ８ ６ ４ ０ ２ ０ １ ０ １ １ ４ ７４

２ １１ ０ ０ １ ０ ０ １ １ １ ２ ０ ０ １９

９ ７１ １０ ８ ５ ２ ２ ２ ７ １ ３ １ ４ １２５

平成１６年度の調達実績と調達率が比較可能な品目の比較（単位：品目数）

紙　　類 文具類 機　　器 OA機器 家電製品 エアコン 温水器 照　　明
制服・
作業服

インテリ
ア・寝装

寝具

作業手袋
その他繊
維製品

役　　務 合　　計

５ ２１ ０ １ ０ ０ １ ０ ０ １ ０ ２ ２ ３３

２ ４５ ９ ７ ４ ３ １ ２ ０ ３ ０ ０ ０ ７６

１ ８ １ ０ ０ ０ ２ ０ ２ ３ １ １ ０ １９

調達率下降

合　　　計

分　　　野

分　　　野

調達率上昇

ほぼ同等

調達率下降

合　　　計

調達率上昇

ほぼ同等

調達率下降

８ ７４ １０ ８ ４ ３ ４ ２ ２ ７ １ ３ ２ １２８

○国等の各機関におけるグリーン購入の平成１８年度調達実績

前年度（平成１７年度）の調達実績と調達率が比較可能な品目の比較（単位：品目数）

紙　　類 文具類
オフィス
家具等

OA機器
家電製品
エアコン

温水器等 照　明 消化器
繊維製品

等
役　務 合　　計

１ １０ １ ０ ０ ２ １ １ ５ １ ２２

６ ５８ ８ １１ ７ ２ １ ０ ６ １ １００

１ ８ １ ０ ０ ０ ０ ０ ４ ０ １４

８ ７６ １０ １１ ７ ４ ２ １ １５ ２ １３６

フロン回収・破壊法 （参考）

○フロン類回収業者等の登録数、破壊業者の許可数

１８年度

（平成１9年４月
１日現在）

27,487

１７年度

（平成１８年４月１日
現在）

27,668

１９年度

（平成20年４月
１日現在）

29,728

１６年度

（平成１７年４月１日
現在）

１４年度

（平成１５年４月１日
現在）

１５年度

（平成１６年４月１日
現在）

第一種フロン類回収業者24,171 25,637 26,824第一種フロン類回収業者

調達率上昇

ほぼ同等

調達率下降

合　　　計

合　　　計

分　　　野

○特定製品からのフロン回収・破壊量

フロン類の破壊量（トン）（※４）

※１：平成14年10月～平成15年３月
※２：平成16年4月～平成16年12月
※３：第二種特定製品（カーエアコン）からのフロン回収については、平成１７年１月より自動車リサイクル法の制度に移行
※４　フロン類破壊量には自動車リサイクル法により回収されたフロン類を含む

１８年度

2,542

（※３）9

3,183

28,58429,291

81 82

※３：第二種特定製品（カーエアコン）からのフロン回収については、平成１７年１月より自動車リサイクル法の制度に移行

第二種特定製品からの回収量（トン）

フロン類の破壊量（トン）

（※３）28

2,790

（※３）   

3,611

第二種フロン類回収業者

2,2982,102

フロン類破壊業者

第一種特定製品からの回収量（トン）

１７年度

3168

１５年度

第一種特定製品からの回収量（トン）

79

25,821

第二種特定製品からの回収量（トン）

1,653

（※１）389

29,982

2,429

1,958 1,889

638

１４年度 １６年度

（※２）577

2,976

フロン類破壊業者

第二種フロン類回収業者 26,927

61 78

18,626

75

１９年度

4
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（参考３） 指標例に係る取組の進捗状況調査表 

 

 

○業種別の最終処分の削減目標・品目別の目標 

府省名 取組の概要 進 捗 状 況 第２次計画策定時との比較とその評価 今後の課題・見直しの方向性 

経済産業省 

品目別・業種別にリデュー

ス・リユース・リサイクルを推

進するため、リサイクル目標の

設定や環境に配慮した製品設計

の推進など、事業者が取り組む

べき内容についてガイドライン

を整理。 

また、目標値の達成状況や実

施すべき取組の進捗状況などに

ついて、業界団体を交えた審議

会の場で毎年フォローアップを

行うことにより、ガイドライン

の進捗状況管理と実効性向上に

取り組んでいる。 

 

平成 18 年度フォローアップ時の指標達成状況 

○業種別の目標値 

業種 関係団体等 

目標等 

注：業種別の目標は、特段の記述がないもの
は、廃棄物の最終処分量の平成 10 年度と
比較した削減率を目標として定めている。 H１6年実績 H１5年実績 

H10 年の 

最終処分量 
削減率 

H22 年の 

最終処分量目標 

鉄鋼業 （社）日本鉄鋼連盟 100 万トン 50% 50 万トン 79 万トン 71 万トン 

紙・パルプ製造業 日本製紙連合会 105.4 万トン 57% 45 万トン 57.2 万トン 60.4万トン 

化学工業 
（社）日本化学工業

協会 
142.8 万トン 75% 35.7 万トン 61.4 万トン 65.9万トン 

板ガラス製造業 板硝子協会 5.17 万トン 42% 2.98 万トン 0.98 万トン 1.40万トン 

非鉄金属製造業 

日本鉱業協会 70.5 万トン 37% 44.1 万トン 44 万トン 62.7万トン 

日本伸銅協会 0.99 万トン 76% 0.24 万トン 0.42 万トン 0.32万トン 

日本アルミニウム協

会 
1.98 万トン 14% 1.7 万トン 1.1 万トン 1.0 万トン 

日本アルミニウム合

金協会 
1.5 万トン 10％ 1.35 万トン 0.9 万トン 1.5 万トン 

日本電線工業会 3.81 万トン 50% 1.90 万トン 1.26 万トン 1.48万トン 

電気事業 電気事業連合会 
再資源化率を平成 16年度（92%）と同程度に

維持(H22 年目標) 
92％ 85％ 

自動車製造業 日本自動車工業会 8.52 万トン 87% 1.10 万トン 1.2 万トン 1.8 万トン 

自動車部品製造

業 

日本自動車部品 

工業会 

114.3 万トン 

（H2年） 
96% 4.5 万トン ― 5.6 万トン 

電子・電気機器製

造業 
電子・電気等４団体 

6.52 万トン

（H15） 
5% 6.19 万トン  4.7 トン 6.5 万トン 

石油精製業 石油連盟 
9.9 万トン 

（H2年） 
67% 3.3 万トン 1.24 万トン 1.4 万トン 

流通業 日本百貨店協会 H12年比で包装使用量を25%削減（H22年目標） 23.9%削減 ― 

平成20年度は本年１月に取りまとめら

れた産業構造審議会環境部会廃棄物・リ

サイクル小委員会基本政策ワーキンググ

ループの報告書の提言を踏まえた対応策

検討中であり、本ガイドラインについて

もその方針を踏まえて改定を行う予定。 

○年１回ガイドラインのフォロ

ーアップを審議会において報

告、２年に１回ガイドラインの

見直しを行うことにより、常に

目標の達成状況を管理し、新た

な目標の設定について検討し

ている。 

○目標値を前倒しで達成した場

合には新たな目標値の設定を

検討するなど、社会状況の変化

にあわせて、様々な取組を行っ

ている。 

○今後も、フォローアップを行う

とともに、新規品目や新規業種

を取り込んでいくなど、一層の

事業者の自主的取組を求めて

いく。 
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府省名 取組の概要 進 捗 状 況 第２次計画策定時との比較とその評価 今後の課題・見直しの方向性 

包装紙における再生紙使用割合 80% 

（H22 年目標） 
54.1% 51.2% 

日本フランチャイズ

チェーン協会 

レジ袋使用総重量を平成 22年度に 

平成 12年比 35％削減を目指す。 
18％削減 ― 

 

 

 

○品目別の目標値 

品目 設定項目 
目標率 

(＊法定目標) 
目標年 

実績 

（平成17年度） 

参考実績 

（平成16年度） 

紙 古紙利用率（紙・パルプ製造業） 62%＊ H22年度 60.4% 60.3% 

ガラスびん カレット利用率 91%＊ H22年度 91.3% 90.7% 

スチール缶 

リサイクル率 85%以上 ― 88.7% 87.1% 

軽量化 
H16年度比2%の 

軽量化 
H22年度 ― ― 

アルミ缶 

回収・再資源化率 85% ― 91.7% 86.1% 

再生資源利用率 55% H18年度 55.6% 52.3% 

軽量化 
H16年度比1%の 

軽量化 
H22年度 ― ― 

プラスチッ

ク 

PETボトル（飲料用、しょう油用）

の回収率 
80%以上 H26年度 63.7% 62.3% 

発泡スチロール製魚箱及び同家

電製品梱包材のリサイクル率 
75% H22年度 42.0% 41.0% 

農業用塩化ビニルフィルムのリ

サイクル率 
70% H18年 ― ― 

塩ビ製の管・継手のリサイクル

率 
70% H22年度 60.5% 56.1% 

自動車 

新型車のリサイクル可能率 90%以上 
H14年度

以降 

定量的絶対評価

が難しく、各製造

事業者が独自の

リサイクル指標

として表示 

― 

新型車の鉛使用量（バッテリー

を除く） 
H8年の概ね1/10 

H18年 

以降 

平成17年度市場

投入全36モデル

中29モデルで達

成済み 

平成16年度市

場投入全24モ

デル中17モデ

ルで達成済み 

使用済自動車のリサイクル率 

85%以上 
H14年 

以降 

84%～86%程度と

推計 
― 

95%以上 
H27年 

以降 
― 

オートバイ 

新型車のリサイクル可能率 90%以上 
H14年 

以降 

平成17年市場投

入モデルの全8モ

デルで90%以上を

達成 

平成16年市場

投入モデルの

全17モデルで

90%以上を達成 

新型車の鉛使用量（バッテリー

を除く） 

60g以下 

（210kg車重量） 

H18年 

以降 

平成17年市場投

入新型モデルの

全8モデルで達成 

平成16年市場

投入新型モデ

ルの全17モデ

ルで達成 

使用済オートバイのリサイクル

率 

85%以上 
H14年 

以降 
― 

― 

95%以上 
H27年 

以降 
― 

タイヤ リサイクル率 90%以上 H17年 88% 88% 

自転車 リサイクル可能率 67% ― ― ― 

家電製品 エアコンの再商品化率 60%以上＊ 法定目標 84% 82% 
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府省名 取組の概要 進 捗 状 況 第２次計画策定時との比較とその評価 今後の課題・見直しの方向性 

テレビの再商品化率 55%以上＊ 法定目標 77% 81% 

冷蔵庫の再商品化率 50%以上＊ 法定目標 66% 64% 

洗濯機の再商品化率 50%以上＊ 法定目標 75% 68% 

カーペット 
製造工程で発生する屑類の減量

化 

H13年度排出量比

20％の減量化 
H18年度 20.8% 14.3% 

布団 

製造工程の原材料くずの発生率

の削減 

現在の約4.5%から

4%以下 
― ― 

布団生地 

1.4% 

詰めもの 

3.8% 

詰めもの（中わた）の原材料く

ずの再生利用率 

現在の約50%から

60%以上 
― ― 75.7% 

小形二次電

池 

小形制御弁式鉛電池の再資源化

率 
50%＊ 法定目標 

51.0% 

（JBRC集計分） 

51.0% 

（JBRC集計分） 

ニッケル水素電池の再資源化率 55%＊ 法定目標 
77.0% 

（JBRC集計分） 

77.0% 

（JBRC集計分） 

リチウム二次電池の再資源化率 30%＊ 法定目標 
58.0% 

（JBRC集計分） 

61.0% 

（JBRC集計分） 

ニカド電池の再資源化率 60%＊ 法定目標 
73.0% 

（JBRC集計分） 

74.0% 

（JBRC集計分） 

消火器 回収率 60% H17年 48% 44% 

ぱちんこ遊

技機等 

ぱちんこ遊技機のマテリアルリ

サイクル率 
75% H19年度 82.3% 74.4% 

回胴遊技機のマテリアルリサイ

クル率 
75% H19年度 87.3% 69.1% 

パーソナル

コンピュー

タ及びその

周辺機器 

デスクトップ型パソコン本体の

再資源化率 
50%＊ H15年度 75.5% 76.8% 

ノートブック型パソコンの再資

源化率 
20%＊ H15年度 54.3% 55.8% 

CRTディスプレイ装置の再資源

化率 
55%＊ H15年度 77.9% 75.6% 

LCDディスプレイ装置の再資源

化率 
55%＊ H15年度 68.2% 65.4% 

デスクトップ型パソコン（CRT

を含む）の資源再利用率 
60% H17年度 76.9% 76.0% 

建設資材 

木質系建材廃棄物の減量化 
10%低減 

(2004年比) 
2010年 51.9%低減 55%低減 

建設解体廃木材の利用率向上 
62%向上 

(2004年比) 
2010年 61.0%向上 57.1%向上 

石こうボードリサイクル率 約60% ― 70% 69% 

石こうボード用原紙再生紙使用

率 
100% ― 100% 100% 

工場で発生する石こうボード端

材のリサイクル率 
100% ― 100% 100% 

グラスウールの原材料における

板ガラスくず等再生資源利用率 
85%程度 ― 87.6% 86.9% 

塩ビ製床材全体の原材料に占め

る再生樹脂の使用比率 
15% ― ― ― 
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○特定家庭用機器廃棄物の再商品化を実施すべき量に関する基準 

府省名 取組の概要 進 捗 状 況 
第２次計画策定時との比較と

その評価 
今後の課題・見直しの方向性 

経済産業省 

環境省 

一般家庭や事業者から排出された廃家電４品目（エア

コン、ブラウン管式テレビ、電気冷蔵庫・電気冷凍庫、

電気洗濯機）を、小売業者が収集・運搬し、製造業者等

が有用な部品や材料を回収して、同法で定める基準（再

商品化率）以上の割合で再商品化することにより、廃棄

物を減量するとともに、資源の有効な利用を推進する。 

○再商品化実績 

 

種類  再商品化率＊1  H16 年度  H17 年度   H18 年度  H19 年度 

エアコン   60%以上   82％   84％   86％     87％ 

テレビ    55%以上   81％   77％   77％     86％ 

冷蔵庫及び冷凍庫＊2  

50%以上    64％      66％   71％     73％ 

洗濯機    50%以上      68％      75％   79％     82％ 

＊1 再商品化を実施すべき量（総重量に対する割合） 

 

家電リサイクル制度に対して消

費者をはじめとする多くの関係者

からの理解と協力が得られ、廃家

電４品目の回収台数は増加し、制

度は順調に施行されていると考え

られる。 

 

平成20年2月に中央環境審議会・産業構造審議会合

同会合において取りまとめられた報告書等を踏ま

え、品目追加（液晶式及びプラズマ式テレビジョン

受信機並びに衣類乾燥機）や再商品化等基準の見直

しなどを盛り込んだ所要の政省令改正を行い、平成

21年4月1日より施行を予定している。 

 
○食品循環資源の再利用等を実施すべき量に関する目標 

府省名 取組の概要 進 捗 状 況 
第２次計画策定時との比較と

その評価 
今後の課題・見直しの方向性 

農林水産省 

 

(関係府省) 

財務省 

厚生労働省 

経済産業省 

国土交通省 

環境省 

 食品リサイクル法に規定する目標（食品循環資源の再

生利用等の実施率を平成 24 年度までに、食品製造業に

あっては 85%、食品卸売業にあっては 70%、食品小売業

にあっては 45%、外食産業にあっては 40%に向上。）を

実現するため、セミナーの開催、パンフレットの配布等

による法律の普及啓発を実施し、着実な施行を図る。 

○食品循環資源の再生利用等の実施率(平成 18年度実績) 

 

食品製造業    81％ 

食品卸売業    62％ 

食品小売業    35％ 

外食産業     22％ 

食品産業合計   53％ 

 

○食品リサイクル法は、法第３条に基づく概ね５年ごとの基本方針の見

直しとともに、附則第２条に基づき、施行後５年を経過した場合にお

いて施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置

を講ずることとされている。 

○これを踏まえ、平成１８年９月から中央環境審議会廃棄物・リサイク

ル部会食品リサイクル専門委員会と食料・農業・農村政策審議会総合

食料分科会食品リサイクル小委員会の合同会合(以下「合同会合」とい

う。)で見直しのための検討が行われ、当該検討結果を踏まえ、食品関

再生利用等の実施率は伸びてお

り、食品リサイクル制度が徐々に

定着してきていると考えられる。 

再生利用事業計画の認定につい

ては、ほぼ毎月新たな認定実績が

生まれており、順調に制度が活用

されていると認識される。 

 

○今後は改正食品リサイクル法の着実な施行と定

着を図る。 



5 
 

連事業者に対する指導監督の強化と再生利用等の取組の円滑化等を内

容とする食品リサイクル法の一部を改正する法律案が第 166 回通常国

会に提出され、平成 19 年６月に成立・公布された。 

法改正に伴い、関連する政省令等の見直しを行うため、合同会合にお

いて検討が行われ、その結果等を踏まえ策定された政省令等が、改正

された法律とともに同年 12 月に施行された。） 

 

○平成 19 年６月の食品リサイクル法改正により措置された、食品リサイ

クルループの構築を要件とする新たな再生利用事業計画については、

平成 20 年５月下旬に最初の認定が行われて以降、同年 12 月までに計

８件が認定されている。 

 

 
 

 

 

 

 

 

○特定建設資材廃棄物の再資源化等に関する目標 

 

 

 

 

 

府省名 取組の概要 進 捗 状 況 
第２次計画策定時との比較と

その評価 
今後の課題・見直しの方向性 

国土交通省 

 平成 22 年度における特定建設資材廃棄物（コンクリ

ート塊、建設発生木材及びアスファルト・コンクリート

塊）の再資源化等率を 95％とする。 

 特に、国の直轄事業においては、特定建設資材廃棄物

について、平成 17 年度までに最終処分する量をゼロに

することを目指す。 

＜特定建設資材廃棄物（全体）の再資源化等率＞ 

・コンクリート塊         98.1％  （H17） 

・建設発生木材          90.7％  （H17） 

・アスファルト・コンクリート塊  98.6％  （H17） 

 

＜特定建設資材廃棄物（国の直轄事業）の再資源化等率＞ 

・コンクリート塊         98.3％  （H17） 

・建設発生木材          90.7％  （H17） 

・アスファルト・コンクリート塊  98.7％ （H17） 

アスファルト・コンクリート塊

及びコンクリート塊の再資源化等

率については、平成１７年度の実

績でいずれも目標値を達成してい

る。また、建設発生木材の再資源

化等率についても９０％を超えて

おり、制度は定着していると考え

られる。 

・建設リサイクル法は、附則第４条において、「施

行後５年を経過した場合において、施行の状況に

ついて検討を加え、その結果に基づいて必要な措

置を講ずること」とされている。 

・これを踏まえ、平成 1９年１１月から社会資本整

備審議会環境部会建設リサイクル推進施策検討

小委員会、中央環境審議会廃棄物・リサイクル部

会建設リサイクル専門委員会の合同会合におい

て、施行状況の評価・検討を実施。 

・今後、上記評価・検討の最終的なとりまとめをも

とに、必要な措置を講ずる予定である。 
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○建設リサイクル推進計画の目標 

府省名 取組の概要 進 捗 状 況 
第２次計画策定時との比較と

その評価 
今後の課題・見直しの方向性 

国土交通省 

○建設リサイクル推進計画２００８ 

 

国土交通省における建設リサイクルの推進に向けた

基本的考え方、目標、具体的施策を内容として平成 20

年４月に「建設リサイクル推進計画２００８」を策定。

平成 20 年度から平成 24 年度の５か年を計画期間とし、

目標値を平成 22 年度（中間目標）、平成 24 年度（計画

の目標年）、平成 27年度（中期的目標）に定め、各種

施策を実施。 

 

目標値        22年度    24年度  27年度 

            (中間目標) 

＜再資源化率＞ 

ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊    98％以上  98％以上 98％以上 

コンクリート塊       98％以上  98％以上  98％以上 

建設発生木材     75％      77％      80％ 

＜再資源化等率＞ 

建設発生木材     95％      95％以上 95％以上 

建設汚泥       80％      82％      85％ 

＜排出量＞ 

建設混合廃棄物       220 万 t   205 万 t  175 万 t 

(H17 比-25%)(H17 比-30%)(H17 比-40%)     

建設廃棄物全体    93％      94％      94％以上 

 

＜有効利用率＞ 

建設発生土       85％      87％      90％ 

 ＜再資源化率＞                 （H17） 

 ・アスファルト・コンクリート塊  98.6％  

 ・コンクリート塊         98.1％ 

 ・建設発生木材          68.2％  

 ＜再資源化等率＞ 

 ・建設発生木材          90.7％ 

・建設汚泥            74.5％ 

＜排出量＞ 

・建設混合廃棄物         292.8 万 t    

＜再資源化等率＞  

 ・建設廃棄物全体         92.2％ 

 ＜有効利用率＞ 

 ・建設発生土           80.1％ 

建設廃棄物全体の再資源化等率

は平成 17 年度には 92％にまで上

昇したが、依然として再資源化が

低い品目が残っていること等か

ら、平成 20 年 4 月に「建設リサイ

クル推進計画２００８」を策定し、

本計画に基づく施策を実施。また、

建設リサイクル推進計画改定後の

建設副産物等の実態を把握するた

め、平成 20 年度建設副産物実態調

査を実施しているところ。 

・引き続き、「建設リサイクル推進計画２００８」

に基づく施策の着実な実施と、実施状況のフォロ

ーアップを行っていく。 
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循環型社会形成のための指標及び数値目標 
 
１．物質フロー指標 

１ 目標を設定する指標 
（１） 「入口」：資源生産性 （＝ＧＤＰ／天然資源等投入量） 

（２） 「循環」：循環利用率 （＝循環利用量／（循環利用量＋天然資源等投入量）） 
（３） 「出口」：最終処分量 （＝廃棄物最終処分量） 

２ 目標を設定する補助指標 
（１） 土石系資源投入量を除いた資源生産性 
（２） 低炭素社会への取組との連携（廃棄物部門由来の GHG 排出量）等 

３ 推移をモニターする指標 
（１） 化石系資源に関する資源生産性 
（２） バイオマス系資源投入率 
（３） 我が国の金属系資源輸入量に関わる関与物質総量 
（４） 循環資源の輸出入量及び総物質消費量 
（５） 産業分野別の資源生産性 

２．取組指標 
１ 目標を設定する指標 

（１）廃棄物等の減量化 
ア 一般廃棄物の減量化 
（ア）１人１日当たりのごみ排出量 
（イ）資源ごみなどを除いた 1 人 1 日当たりに家庭から排出するごみの量 

（ウ）事業系ごみの「総量」 
イ 産業廃棄物の最終処分量 

（２）循環型社会形成に向けた意識・行動の変化 
ア 廃棄物の減量化や循環利用、グリーン購入の意識を持つ 

ごみ問題への関心 

 ごみ問題に（非常に・ある程度）関心がある 

3R の認知度 

 3R という言葉を（優先順位まで・言葉の意味まで）知っている 

廃棄物の減量化や循環利用に対する意識 

 
ごみを少なくする配慮やリサイクルを（いつも・多少）心がけている 

ごみを少なくする配慮やリサイクルを（いつも・多少・ある程度）心がけている 

 ごみの問題は深刻だと思いながらも、多くのものを買い、多くのものを捨てている 

グリーン購入に対する意識 

 環境にやさしい製品の購入を（いつも・できるだけ・たまに）心がけている 

 環境にやさしい製品の購入をまったく心がけていない 

イ 廃棄物の減量化や循環利用、グリーン購入について具体的に行動する 
Reduce 

 マイバッグを持参しレジ袋を断るようにしたり、過剰な包装を断ったりしている 

（参考４） 
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 簡易包装に取り組んでいたり、使い捨て食器類（割り箸等）を使用していない店を選ぶ 

 マイ箸を携帯して割り箸をもらわないようにしたり、使い捨て型食器類を使わないようにしている 

Reuse 

 インターネットオークションに出品したり、落札したりするようにしている 

 中古品を扱う店やバザーやフリーマーケットで売買するようにしている 

 びん牛乳など再使用可能な容器を使った製品を買っている 

Recycle 

 スーパーのトレイや携帯電話など、店頭回収に協力している 

 再生原料で作られたリサイクル製品を積極的に購入している 

（３）循環型社会ビジネスの推進 
ア グリーン購入の推進 
イ 環境経営の推進 
ウ 循環型社会ビジネス市場の拡大 

（４）個別リサイクル法・計画等の着実な施行 
２ 推移をモニターする指標 

（１）レンタル・リース業の市場規模、詰め替え製品出荷率 
ア レンタル・リース業の市場規模 
イ 詰め替え製品出荷率 

（２）レジ袋辞退率（マイバッグ持参率）、使い捨て商品販売量（輸入割り箸） 
ア レジ袋辞退率 
イ 使い捨て商品販売量（割り箸） 

    （３）中古品市場規模、リターナブルびんの使用率 
ア 中古品市場規模 
イ リターナブルびんの使用率 

（４）「リユースカップ」導入スタジアム数等 
ア リユースカップの導入を実施しているスタジアム 

（５）地域の循環基本計画等策定数 
（６）ごみ処理有料化実施自治体率、リデュース取組上位市町村 

ア ごみ処理有料化実施自治体率 

イ リデュース取組上位市町村 

（７）資源化等を行う施設数（リサイクルプラザ等） 
（８）一般廃棄物リサイクル率、集団回収量、リサイクル取組上位市町村、容器 

包装の分別収集の実施自治体率、各品目別の市町村分別収集量等 
ア 一般廃棄物リサイクル率、集団回収量 

イ リサイクル取組上位市町村 

ウ 容器包装の分別収集の自治体率、各品目別の市町村分別収集量 

（９）地方公共団体等主催の環境学習・相互交流会の実施回数、「地域からの循環型社

会づくり支援事業」への応募件数 
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「第二次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況の第１回点検結果について」 

出典一覧 
 
頁 図表番

号 

タイトル 出典 

２ 表 1 
資源生産性・循環利用率・最終処分

量の推移 

資源生産性：各種統計及び内閣府経済社会総合

研究所の公表値より環境省作成 

循環利用率：各種統計及び環境省「廃棄物等循

環利用量実態調査」より環境省作成 

最終処分量：環境省「廃棄物等循環利用量実態

調査」 

３ 図 1 
平成１８年度の我が国における物質

フローの模式図 
各種統計より環境省作成 

３ 図 2 
平成１２年度の我が国における物質

フローの模式図 
各種統計より環境省作成 

４ 図 3 資源生産性の推移 
各種統計及び内閣府経済社会総合研究所の公

表値より環境省作成 

５ 図 4 
資源生産性、GDP、天然資源等投入

量の推移 

各種統計及び内閣府経済社会総合研究所の公

表値より環境省作成 

５ 図 5 天然資源等投入量の資源種別の内訳 各種統計より環境省作成 

６ 図 6 
天然資源等投入量の推移（国内採取、

輸入別（資源・製品）） 
各種統計より環境省作成 

６ 表 2 
資源生産性の変動要因における原単

位要因と構造要因の割合 

各種統計及び経済産業省「簡易延長産業連関

表」より環境省作成 

７ 図 7 循環利用率の推移 
各種統計及び環境省「廃棄物等循環利用量実態

調査」より環境省作成 

７ 図 8 
循環利用率、循環利用量、天然資源

等投入量の推移 

各種統計及び環境省「廃棄物等循環利用量実態

調査」より環境省作成 

８ 図 9 最終処分量の推移 環境省「廃棄物等循環利用量実態調査」 

８ 表 3 目標を設定する補助指標の推移 

土石系資源投入量を除いた資源生産性： 

各種統計及び内閣府経済社会総合研究所

の公表値より環境省作成 

廃棄物部門由来のＧＨＧ排出量： 

環境省「温室効果ガス排出・吸収目録」 

９ 図 10 
土石系資源投入量を除いた資源生産

性の推移 

各種統計及び内閣府経済社会総合研究所の公

表値より環境省作成 

９ 図 11 

土石系資源投入量を除いた資源生産

性、GDP、土石資源投入量を除いた

天然資源等投入量の推移 

各種統計及び内閣府経済社会総合研究所の公

表値より環境省作成 

10 図 12 
廃棄物部門由来の GHG 排出量の推

移 
環境省「温室効果ガス排出・吸収目録」 

10 図 1３ 
廃棄物の循環的な利用による他部門

での GHG 削減量 
 

11 表 4 推移をモニターする指標の推移 

化石系資源に関する資源生産性： 

各種統計及び内閣府経済社会総合研究所

の公表値より環境省作成 

バイオマス系資源投入率： 

各種統計より環境省作成 

我が国の金属系資源輸入量に関わる TMR： 

財務省「貿易統計」、（独）石油天然ガス・

金属鉱物資源機構「鉱物資源マテリアルフ

ロー」、経済産業省「鉄鋼・非鉄金属・金

（参考５） 
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属製品統計」、経済産業省「資源・エネル

ギー統計」より環境省作成 

循環資源の輸出量： 

財務省「貿易統計」、経済産業省「通商白

書」より環境省作成 

循環資源の輸入量： 

財務省「貿易統計」、経済産業省「通商白

書」より環境省作成 

総物質消費量：各種統計より環境省作成 

産業分野別の資源生産性： 

各種統計及び経済産業省「簡易延長産業連

関表」より環境省作成 

11 図 1４ 
化石系資源に関する資源生産性の推

移 

各種統計及び内閣府経済社会総合研究所の公

表値より環境省作成 

12 図 1５ 
化石系資源に関する資源生産性、

GDP、化石系資源投入量の推移 

各種統計及び内閣府経済社会総合研究所の公

表値より環境省作成 

12 図 1６ バイオマス系資源投入率の推移 各種統計より環境省作成 

13 図 1７ 
天然資源等投入量と国内バイオマス

投入量の推移 
各種統計より環境省作成 

13 図 18 
我が国の金属系資源輸入量に関わる

TMR の推移 

財務省「貿易統計」、（独）石油天然ガス・金属

鉱物資源機構「鉱物資源マテリアルフロー」、

経済産業省「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計」、

経済産業省「資源・エネルギー統計」より環境

省作成 

14 図 19 循環資源の輸出量の推移 
財務省「貿易統計」、経済産業省「通商白書」

より環境省作成 

14 図 20 循環資源の輸入量の推移 
財務省「貿易統計」、経済産業省「通商白書」

より環境省作成 

15 図 21 総物質消費量の推移 各種統計より環境省作成 

15 図 22 天然資源等投入量と輸出量の推移 各種統計より環境省作成 

16 表 5 産業分野別の資源生産性 
各種統計及び経済産業省「簡易延長産業連関

表」より環境省作成 

19 表 6 取組指標の目標 環境省「循環型社会形成推進基本計画」 

20 

表 7 

表 8 

 

表 9 

1 人 1 日当たりのごみ排出量の推移 

1 人 1 日当たりに家庭から排出する

ごみの量の推移 

事業系ごみの「総量」の推移 

環境省「日本の廃棄物処理（平成 18 年度版）」 

21 表 10 産業廃棄物の最終処分量の推移 
環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等（平

成 18 年度実績）」 

21 表 11 
循環型社会形成に向けた意識・行動

調査の調査概要 

環境省「廃棄物に対する意識・行動に関するア

ンケート調査」（H20 年 9 月実施） 

22 表 12 3R 全般に関する意識の変化 
環境省「廃棄物に対する意識・行動に関するア

ンケート調査」（H20 年 9 月実施） 

23 表 13 
3R に関する主要な具体的行動例の

変化 

環境省「廃棄物に対する意識・行動に関するア

ンケート調査」（H20 年 9 月実施） 

23 表 14 
地方公共団体における組織的な取組

状況 

環境省「平成 19 年度地方公共団体のグリーン

購入に関するアンケート調査」（H20 年 6 月

公表） 

24 表 15 企業における組織的な取組状況 
環境省「平成 18 年度環境にやさしい企業行動

調査結果」（H19 年 12 月） 

24 表 16 ISO14001 審査登録状況 財団法人日本適合性認定協会資料より作成 

24 表 17 
エコアクション 21 認証取得事業者

数 

財団法人地球環境戦略研究機関 持続性センタ

ー（エコアクション 21 中央事務局）HP 
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24 表 18 
環境報告書を作成・公表している企

業の割合 

環境省「平成 18 年度環境にやさしい企業行動

調査結果」（H19 年 12 月） 

25 表 19 
環境会計を既に導入している企業の

割合 

環境省「平成 18 年度環境にやさしい企業行動

調査結果」（H19 年 12 月） 

25 表 20 循環型社会ビジネス市場の推移 
環境省「平成 19 年度環境ビジネスの市場規模

に関する調査」等より推計 

26 図 23 レンタル・リース業の年間売上高 経済産業省「特定サービス産業実態調査」 

27 図 24 詰替え・付替え製品出荷量の推移 

日本石鹸洗剤工業会「石鹸洗剤業界におけるプ

ラスチック容器包装使用量の推移（1995 年

～2006 年）」 

27 図 25 レジ袋辞退率の推移 日本チェーンストア協会資料 

28 
図 26 

図 27 

割箸の国内生産量と輸入量 

主な輸入相手国及び輸入量 

生産量は林野庁木材産業課調べ、輸入量は財務

省「貿易統計」による。 

29 
図 28 

図 29 

中古品小売業（骨とう品小売業含む） 

中古自動車小売業 
経済産業省「商業統計表」 

30 図 30 リターナブルびん使用量等の推移 ガラスびんリサイクル促進協議会提供資料 

30 図 31 エコロジーボトルの使用状況 ガラスびんリサイクル促進協議会 HP 

31 図 32 R マークびん の出荷量 ガラスびんリサイクル促進協議会 HP 

31 表 21 
小瀬スポーツ公園陸上競技場におけ

る利用実績 

NPO 法人スペースふう提供のデータを元に作

成 

32 表 22 
東北電力ビッグスワンにおける利用

実績 
愛宕商事（株）提供のデータを元に作成 

32 表 23 
日産スタジアムにおける利用実績

（J リーグ試合、国際親善試合） 
日産スタジアム提供のデータを元に作成 

33 表 24 
リユース食器貸出数 1,000 個以上

のイベント実施状況 
（財）地球・人間環境フォーラム 

34 図 33 ごみ処理有料化実施自治体率 環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」 

34 表 25 
リデュース取組上位自治体（人口

50 万人以上） 
環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」 

35 表 26 資源化等を行う施設数 環境省「日本の廃棄物処理（平成 18 年度版）」 

35 図 34 一般廃棄物リサイクル率、集団回収量 環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」 

36 表 27 
リサイクル取組上位自治体（人口

50 万人以上） 
環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」 

36 図 35 年度別分別収集実施市町村実施率 

環境省「平成 19 年度容器包装リサイクル法に

基づく市町村の分別収集及び再商品化の実績

について」 

37 図 36 年度別分別収集実績量 

環境省「平成 19 年度容器包装リサイクル法に

基づく市町村の分別収集及び再商品化の実績

について」 
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「我が国における物質フロー図」出典一覧 

タイトル 出典 

入側 

天然資源等投入量 

（国内資源） 

化石燃料 資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」 

金属鉱物 経済産業省「資源・エネルギー統計年報」 

非金属鉱物 経済産業省「資源・エネルギー統計年報」 

資源エネルギー庁「採石業者の業務の状況に関

する報告書の集計結果」 

（社）日本砕石協会「骨材需給表」 

経済産業省「本邦工業の趨勢」 

農林水産物 農林水産省「作物統計」 

農林水産省「野菜生産出荷統計」 

農林水産省「果樹生産出荷統計」 

農林水産省「漁業・養殖業生産統計」 

農林水産省「花き生産出荷統計」 

農林水産省「木材需給報告書」 

農作物非食用部 環境省「廃棄物等循環利用量実態調査」 

天然資源等投入量 

（輸入量） 

資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」 

財務省「貿易統計」 

循環利用量 環境省「廃棄物等循環利用量実態調査」 

含水等 環境省「廃棄物等循環利用量実態調査」 

環境省「産業廃棄物排出・処理状況調査」 

経済産業省「化学工業統計年報」 

出側 

輸出量 資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」 

財務省「貿易統計」 

エネルギー消費及び工業プロセス排出 資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」 

経済産業省「資源・エネルギー統計年報」 

経済産業省「石油等消費動態統計年報」 

財務省「貿易統計」 

食料消費 農林水産省「作物統計」 

農林水産省「野菜生産出荷統計」 

農林水産省「漁業・養殖業生産統計」 

財務省「貿易統計」 

環境省「廃棄物等循環利用量実態調査」 

施肥 （財）農林統計協会「ポケット肥料要覧」 

廃棄物等の発生 循環利用量 環境省「廃棄物等循環利用量実態調査」 

自然還元量 環境省「廃棄物等循環利用量実態調査」 

減量化量 環境省「廃棄物等循環利用量実態調査」 

最終処分量 環境省「廃棄物等循環利用量実態調査」 

蓄積純増 （入側と出側の差分） 

 



中央環境審議会循環型社会計画部会での審議経緯（2008 年 9 月～） 
 

懇談会  第２次循環基本計画策定後の動きについて（報告） 
(９月 24日) 第２次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況の点検の進め方について  

事業者の循環型社会形成に向けた取組のヒアリング  
[1](社)日本ロジスティックスシステム協会  
[2](社)日本物流団体連合会  
[3]日本チェーンストア協会 

 
懇談会  第２次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況について 
(10 月 23 日)   地域における循環型社会づくり  

[1] 長井市レインボープラン 
（市民と行政との連携による循環システム）  
[2] 食品トレーリサイクル新庄方式 
（福祉施設等との連携による市民リサイクルシステム）  
[3] 金山町･菜の花プロジェクト 
（幼稚園発、持続可能な町づくり） 

 
第 47 回  第２次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況について  
(10 月 29 日)  関係者からのヒアリング 

[1] 産業界の取組 
  ①社団法人日本経済団体連合会 
  ②電気事業連合会 
[2] 地域循環圏関係 
  ○京都大学大学院農学研究科地域環境科学専攻 梅田幹雄教授 
[3] 国際的な循環型社会の構築 
  ○独立行政法人国際協力機構 
 

懇談会  第２次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況について  
(11 月 28 日)  関係各省からのヒアリング 

（外務省・文部科学省・農林水産省・国土交通省・経済産業省・環境省） 
 
第 48 回  第２次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況について 
(12 月 10 日)  ・循環型社会形成のための指標及び数値目標について 
                   （補助指標の一部及び取組指標）  

・点検報告書構成案について  
 
第 49 回  第２次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況について 

(12 月 22 日)   ・循環型社会形成のための指標及び数値目標について 

（物質フロー指標を中心に） 

・点検報告書案について 

（参考６） 



（参考７） 

 

中央環境審議会循環型社会計画部会 委員名簿 

                             （敬称略・五十音順） 

 

○浅野 直人        福岡大学法学部教授 

 江口雄次郎        環境 NGOアジア環境連帯代表 

 神戸 克之     日本労働組合総連合会環境・社会政策小委員会委員長 

 倉田 薫      全国市長会廃棄物処理特別委員会委員長（池田市長） 

 酒井 伸一     京都大学環境保全センター教授 

 坂本 弘道     (社)日本水道工業団体連合会専務理事 

 崎田 裕子       ジャーナリスト・環境カウンセラー 

 佐々木五郎     (社)全国都市清掃会議専務理事 

 鮫島 章男     (社)日本経済団体連合会環境安全委員会共同委員長 

 佐和 隆光        立命館大学政策科学研究科教授、京都大学経済研究所特任教授 

 庄子 幹雄      マサチューセッツ工科大学客員教授 

 関澤 秀哲     (社)日本鉄鋼連盟環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ政策委員会委員長 

◎武内 和彦        東京大学大学院農学生命科学研究科教授 

 武田 信生         立命館大学エコ・テクノロジー研究センター長 

 中川 浩明     全国知事会事務総長 

 萩原 なつ子    立教大学社会学部教授 

 藤井 絢子        滋賀県環境生活協同組合理事長 

 古市 徹          北海道大学大学院工学研究科教授 

 細田 衛士     慶応義塾大学経済学部教授 

 桝井 成夫        元読売新聞東京本社論説委員 

 森口 祐一     (独)国立環境研究所 循環型社会・廃棄物研究センター長 

 山本 文男        全国町村会長（福岡県添田町長） 

 横山 裕道        淑徳大学国際コミュニケーション学部教授 

 吉川 廣和     (社)日本経済団体連合会環境安全委員会廃棄物・ﾘｻｲｸﾙ部会長 

◎は部会長 

○は部会長代理 

 

(注)平成２０年１２月８日付 

  退任  西田 明生  日本労働組合総連合会環境小委員会委員長 

  就任  神戸 克之   日本労働組合総連合会環境・社会政策小委員会委員長 
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